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 ○「マンション」の権利関係 

  …専有部分 ⇒ 各区分所有者が単独所有 

    共用部分 ⇒ 全区分所有者の共有（一部共用部分を除く） 

 ○「マンション管理適正化法」による「マンション」の定義 

  
イ ２以上の区分所有者が存在する建物で人の居住の用に供する

専有部分のあるもの並びにその敷地及び附属施設  

ロ 一団地内の土地又は附属施設が当該団地内にあるイに掲げる

建物を含む数棟の建物の所有者の共有に属する当該土地及び

附属施設  

  マンション管理の基礎知識 マンションとは？ 

マンションとは？ 



「分譲マンション」に内在する特殊性 

単
独
所
有 

共 有 

分譲マンション 
         ・専有部分…単独所有 
   ・共用部分…共有 

共用部分(例) 
・躯体、玄関ホール、 廊下、階段、集会室、 
エレベーター、給水・電気等の立管、電気
室・機械室 など 

○ 一建物に複数の価値観の異なる所有者 

○ 複雑な権利関係 

○分譲マンションの適切な維持管理（特に、共用部分）     
  のためには、区分所有者間の合意形成が必要 
   （共用部分の形状又は効用の著しい変更を伴う場合は、原則区分所有者 
   及び議決権の各３／４以上の同意が必要）  
 

 ○建物・設備や法令等に関する専門知識も必要となる 

○分譲「マンション」の定義 

  
    ２以上の区分所有者が存在する建物で人の居住の用に供する専有部分の

あるもの並びにその敷地及び附属施設 
    （マンションの管理の適正化の推進に関する法律第２条第１号イ） 

  

マンション管理の基礎知識 「マンション」に内在する特殊性 

＊ （居住の快適性や資産価値に大きく影響する） 

共用部分は、共有形態 



 ・区分所有者全員で「管理組合」を構成 
 

 ・マンション管理の基本ルールとして「管理  
規約」を制定（総会の特別決議） 

 

 ・執行機関として、「理事」を選出・「理事長」 
を選任 

 →理事長は、区分所有法上の「管理者」 
 

 ・共用部分の管理に関することは、管理組合
「総会」での決議を要する 

  （形状や効用の著しい変更の場合は３/４、 
それ以外は過半数） 

 

 ・理事長は、管理規約・総会決議に基づき   
管理事務を執行 

 

 ・理事長は、その職務に関し、区分所有者   
を代理 

「マンション」の管理の一般的な組織・運営 

管理組合＝区分所有者の団体 

総会＝意思決定機関 

組合員＝区分所有者 

理事会 

＝執行機関 

 

理事 理事 理事 

理事長 

互選 

選
任 

 監事 

＝監査 

 機関 

監事 

監査 

管理規約 

＝マンション管理の基本ルール 

総
会
の
特
別
決
議 

で
設
定
・改
正 

管
理
規
約
・総
会
決
議
に
基
づ
き
管
理
事
務
を
執
行 

 
「理事長」＝ 
区分所有法上の 
「管理者」 
↓ 
「その職務に関し、 
 区分所有者を代理」 
【区分所有法26条２項】 

選
任 

マンション管理の基礎知識 「マンション」の管理の一般的な組織・運営 



マンションに関する主な法令等の関係 

販売 居住 管理  修繕 改修 建替え・住み替え 

宅
建
業
法 

 
 

 
 

 

マンション管理適正化法 
（平成13年8月・議員立法） 
 ・マンションにおける良好な居住環境 
  の確保の重要性（第１条） 
 ・国、地方公共団体の支援 
 ・マンション管理士 
 ・マンション管理業者   など 
 

区分所有法（昭和38年4月、民法の特例） 

・区分所有建物に係る権利義務関係 
 （共有部分・専有部分） 
・区分所有者の団体の基本ルール 
 （管理規約、管理者、集会決議(共用部分の変更等)） 
 ＊建替え決議（４／５以上）も 
 

マンション標準管理規約 
（管理規約の標準モデル） 

  マンション建替法   
    (平成14年12月) 

 

  ・マンション建替事業 
  （建替組合、権利変換等、 
   建替決議後の手続） 
 

・マンション敷地売却事業 
 （敷地売却決議、組合、分配金 
  取得計画等） 
 

このほか、 

各種ガイドライン・マニュアル・ 

様式例等を作成・周知 

マンションに関する法令の全体像 



【主な規定内容】  

○独立した専有部分は、単独所有できる。 

○その他の共用部分は、区分所有者全員の共有に属する。 

○原則として、専有部分と共用部分・敷地利用権を分離して 

 処分することはできない。 

○区分所有者全員で団体（いわゆる管理組合）を構成。 

○マンション管理の基本ルールとして規約（管理規約）を 

 定めることができる。 

○共用部分の変更等は、集会の決議で決する。 

○建替え決議をすることができる。 

＜共用部分＞ 
（階段、廊下、壁、床等） 

区分所有者の共有 

＜専有部分＞ 
単独所有 

敷地利用権 （共有等） 

建物の区分所有等に関する法律 ～区分所有法の概要～ 

○区分所有法は民法の特別法として、マンションを
含む区分所有建築物の所有関係や、建物及びそ
の敷地の共同管理について規定。  

○同法は、建替えの意思決定方法についても規定。 

民法 区分所有法 

共用部分の

各共有者の
持分 

相等しいものと推定。 
※当事者の合意等があれば、それ 
 により決まる。 

その有する専有部分の床面

積の割合による。 
※議決権も当該割合による。 

共用部分の
使用 

各共有者は持分に応じた
使用ができる。 

各共有者は（持分に関わら
ず）用方に従って使用できる。 

共用部分の

保存行為 

各共有者がすることがで

きる。 

各共有者がすることができる。 

管理規約で別段の定めも可
能（例：管理組合の理事長に
実施させる）。 

共用部分の
管理 

各共有者の持分の価格に
従い、その過半数で決す
る。 

区分所有者及び議決権の 

過半数で決する。 

管理規約で別段の定めも可

能（例：理事会で決定）。 

共用部分の
変更 

共有者の全員の同意が
必要。 

区分所有者及び議決権の 

３／４以上（形状又は効用の
著しい変更を伴わないものは
過半数）で決する。 

※共用部分の変更が専有部分の使  
 用に特別の影響を及ぼすときは、そ 
 の専有部分の所有者の承諾が必要。 

マンション

の建替え 

共有者の全員の同意が

必要。 

区分所有者及び議決権の 

４／５以上で決議。 

共用部分の

分割請求 

各共有者はいつでも分割

請求が可能。 

分割請求をすることはできな

い。 

区分所有関

係の解消 

共有者の全員の同意が

必要。 

規定なし。 

⇒ 民法の規定に戻る。 

＜民法と区分所有法との関係＞ 
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（％） （千戸） 

（年度） 

分譲住宅 分譲戸建て 分譲マンション 注文住宅 借家系 総戸数 総着工戸数に占める持家系（持家＋分譲住宅）の割合【右目盛り】 

（資料）住宅着工統計（国土交通省） 

第１次オイルショック 

S48.10～ 

第２次オイルショック 

S54～ 

リーマンショック 

H20.9 

団塊世代 

一次取得時期 

※一次取得時期は30代前半(30-34歳)とした。 

東日本大震災 

H23.3 

阪神・淡路大震災 

H7.1 

新設住宅着工戸数の推移【長期】（年度） 
○昭和42年度に100万戸を越えた以降、景気の影響などにより増減を繰り返しながらも、100万戸を越える水準で推移。 

○リーマンショックにより大幅な減少が見られ、40年ぶりに100万戸を下回ったものの、平成21年度以降は緩やかな持ち直しの傾向が継続。 

○平成29年度は、持家、貸家、分譲住宅ともに減少し、2年ぶりの減少（▲2.8%）となった。 

いざなぎ景気 
（S40.10－S45.7) 

いざなみ景気 
（H14.2－H20.2) 

バブル景気 
（S61.11－H3.2) 

団塊ジュニア世代 

一次取得時期 

消費税導入（３％） 

H元.4.1 

消費税率引上 

（５％）  H9.4.1 
建築基準法改正

H19.6.2施行 

※S24～29年度は、利用関係別に統計をとっていない。 

岩戸景気 
（S33.6－S36.12) 神武景気 

（S29.11-S32.6) 

オリンピッ
ク景気 

（S37.10－
S39.10) 

消費税率引上 

（８％） H26.4.1 

マイナス金利 

H28.2～ 
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（万戸） 

（年度） 

住宅着工戸数（実績） 

野村総研【H29.6予測値】 

三菱UFJ【H28.5予測値】 

野村総研【H29.6予測値(貸家積極供給ver)】 

民間シンクタンクによる新設住宅着工戸数の推計 

予測 

将来の新設住宅着工戸数は、良質な空き家の増加により中古需要が高まることで減少すると予測する民間シンクタンクもあれば、
世帯数の減少や住宅の長寿命化に伴い大きく減少と予測する民間シンクタンクもある。 

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング → 平成32(2020)年度：83万戸、平成37(2025)年度：73万戸、平成42(2030)年度：64万戸 

野村総合研究所               → 平成32(2020)年度：74万戸、平成37(2025)年度：66万戸、平成42(2030)年度：55万戸 

H31.10消費税率引き上げ 

（8％→10％）を想定 

※野村総研の予測値（平成29年6月20日公表）は、将来の消費税率引き上げを想定している。 
※三菱UFJの予測値（平成28年5月18日公表）は、将来の消費税率引き上げを想定していない。 

更新 

（H29.6末） 
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後期高齢人口（75歳以上） 

前期高齢人口（65歳～74歳） 

生産年齢人口（15～64歳） 

年少人口（0～14歳） 

○我が国の総人口は、2010年（平成22年）にピーク（12,806万人）となり、以降は減少していく見通し。 

○2010年から2025年までに高齢人口は約729万人増加（後期高齢人口は約761万人増加するのに対し、前期高齢人
口は約32万人減少）する一方、生産年齢人口は約1,004万人、年少人口は約277万人減少する見通し。 

○2010年から2060年までをみると、高齢人口は約593万人増加（後期高齢人口は約968万人増加するのに対し、前期
高齢人口は約375万人減少）する一方、生産年齢人口は約3,381万人、年少人口は約733万人減少する見通し。 

出典：総務省「国勢調査」 

    国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2017年推計）」 
（注１）「年少人口」は０～14歳、「生産年齢人口」は15～64歳、「前期高齢人口」は65歳～74歳、 

    「後期高齢人口」は75歳以上の者の人口 

（注2）1950～1969年、1971年は沖縄を含まない 
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数
 

新規供給戸数 
［左目盛り］ 

ス ト ッ ク 戸 数 
［ 右 目 盛 り ］ 新

規
供
給
戸
数
 

（万戸） 

旧耐震基準ストック 
約１０４万戸 

  ※  １．新規供給戸数は、建築着工統計等を基に推計した。 

      ２．ストック戸数は、新規供給戸数の累積等を基に、各年末時点の戸数を推計した。 
            ３．ここでいうマンションとは、中高層（３階建て以上）・分譲・共同建で、鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄骨造の住宅をいう。 
      ４．昭和４３年以前の分譲マンションの戸数は、国土交通省が把握している公団・公社住宅の戸数を基に推計した戸数 

〇現在のマンションストック総数は約644.1万戸（平成29年末時点） 
○これに平成27年国勢調査による１世帯当たり平均人員2.38をかけると、約1,533万
人が居住している推計となり、これは国民の約１割にあたる。 

分譲マンションストック戸数 

４ 
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１次設計と２次設計 

１次設計（弾性域）       ２次設計（塑性域） 

大規模地震 
（震度６強から７に 
       達する程度） 

許容応力度計
算等の範囲   

※力を除く（地震後） 
 と元の状態に戻る 

損傷せず 

（無被害） 

許
容

応
力

度
 

（部
材

の
耐

え
ら

れ
る

 

 
 

 
 

 
 

 
最

大
の

力
）
 

通常の 
状態 

変形 

※力を除いても 

損傷（変形）は残る 

倒壊・崩壊 

働く力の大きさ 

部材に働く力と 

  変形の関係 中規模地震 

（震度５強程度） 

保有水平耐力計算等
の範囲 



84,960 
83,291 82,561 83,577 

70,804 

58,112 

40,175 
37,765 

45,012 45,173 
46,754 

55,243 

44,529 

38,139 36,450 

36,837 

25,630  
26,835  26,708  

28,250  
29,719  28,667  28,877  

31,312  
29,961  29,620  

32,448  

36,762  

33,265  
35,100  

37,446  

37,172  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

新築マンション新規発売戸数 

中古マンション成約件数 

首都圏における中古マンションの成約件数と新築発売戸数 

【出典】 新築マンション発売戸数：(株)不動産経済研究所、中古マンション成約件数：月例マーケットウオッチ（公益財団法人 東日本不動産流通機構） 

（年度） 

逆転 

戸
数
・件
数 

〇 平成28年度、東日本レインズによる集計開始以降初めて、首都圏における中古マンションの成約件数が 
  新築マンションの発売戸数を逆転。 
 

〇 平成29年度の首都圏における新築マンションの発売戸数は約3.6万戸、中古マンションの成約件数は約3.7万件。 
  ２年連続で中古マンションの成約件数が新築マンションの発売戸数を上回った。 
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築後３０、４０、５０年超の分譲マンション数  

※現在の築50年超の分譲マンションの戸数は、国土交通省が把握している築50年超の公団・公社住宅の戸数を基に推計した戸数 
※5年後、10年後、20年後に築30、40、50年超となるマンションの戸数は、建築着工統計等を基に推計した平成29年末のストック分 
   布を基に、10年後、20年後に築30、40、50年を超える戸数を推計したもの 

築後３０、４０、５０年超の分譲マンション数 

(平成29年末) (平成34年末) (平成39年末) (平成49年末) 

5.3  
31.7  

72.9  

184.9  

67.6  

97.0  

112.0  

167.0  

112.0  

134.9  

167.0  

193.2  

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

現在 ５年後 １０年後 ２０年後 

築３０年超～

４０年未満 

築４０年超～

５０年未満 

築５０年超 

（築30年超＝昭和63
年以前：184.9万戸） 

（築40年超
＝昭和53年
以前：72.9

万戸） 

（築40年超
＝昭和63年
以前：184.9

万戸） 

（築40年超
＝平成10年
以前：351.9

万戸） 

（ 

万 

戸 

） 

（当該年時点で） 

（当該年時点で） 

（当該年時点で） 

〇築４０年超のマンションは現在７２．９万戸であり、１０年後には約２．５倍の１８４．９万戸、 
 ２０年後には約５倍の３５１．９万戸となるなど、今後、老朽化マンションが急増する見込み。 

16 



居住者の高齢化、空き住戸・賃貸住戸の増加 

○経年とともに、マンション居住者の高齢化率や空き住戸、第三者に賃貸する住戸が増加。 

17 



• 居住者からの視点 

    若年・子育て世帯や高齢者が安心して暮らすことができる住生活の実現 

• 住宅ストックからの視点 

    既存住宅の流通と空き家の利活用を促進し、住宅ストック活用型市場への転換を加速 

• 産業・地域からの視点 

    住生活を支え、強い経済を実現する担い手としての住生活産業を活性化 

目標５ 建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

 （７）マンションの維持管理・建替え・改修に関する施策の総合的な実施 

  ①敷地売却制度等を活用したマンションの円滑な建替え・改修や再開発事業を活用した住宅団地再生 

  ②空き家が多いマンションでの合意形成・団地型マンションの建替えに関する新たな仕組みの構築 

  ③管理組合の担い手不足への対応、管理費等の確実な徴収や長期修繕計画及び修繕積立金の設定 

 

 

 

 

 
 
 
 
目標８ 住宅地の魅力の維持・向上 

 （４）マンションのコミュニティ活動が、居住者、管理組合、周辺住民、民間事業者、地方公共団体等の適切な 
   役割分担の下に、積極的に行われるよう推進 

 「住生活基本計画」（平成28年3月18日閣議決定）のポイント 

 マンション関係の基本的な施策として 

成果指標 

 マンションの建替え等の件数※ 
【約250件（平26） →約500件（平37）】  ※S50年度からの累計件数 

 ２５年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金を設定している分譲マンション管理組合の割合 
 【４６％(平成２５）→７０％(平成３７）】 

マンションの政策的位置づけ 住生活基本計画 （全国計画） 



 197自治体（全国の都道府県、政令指定都市・中核市・特例市、東京都内区市）のうち、マンション関連の事業
に取り組んでいる団体は89.3％（176団体）。 

 取り組まれている事業内容は、セミナー・相談対応が７割超、費用面での支援、アドバイザー派遣が各３割超。 

自治体が取り組んでいるマンション政策関連の事業内容 

自治体が取り組んでいるマンション政策関連の事業内容（複数回答） 

※届出制度を導入している団体は８自治体 
 （横浜市・名古屋市・豊島区・八王子市・武蔵野市・台東区・大阪府・墨田区） 

［平成２９年国土交通省調べ］ 

72.6%

31.5%

36.0%

6.1%

9.1%

4.1%

20.3%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セミナー・相談対応

アドバイザー派遣

費用面での支援

分譲マンションのサンプル調査

分譲マンションの全数調査

マンション管理状況に関する届出制度

その他

無回答

(n=197)

マンション管理に関する政策に係る自治体の取組状況 

※ 



１．マンション管理の基礎知識 

２．全国のマンションの現状と政策的位置づけについて 

３．マンション管理に関する最近のトピックス 

  ・平成２８年標準管理規約の改正 

  ・住宅宿泊事業法への対応 

４．マンションの修繕について 

５．マンションの建替えについて 

 

 

目次 
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H28マンション管理適正化指針及び標準管理規約の改正の全体概要① 

 ○マンションの管理ルールについて、高齢化等を背景とした管理組合の担い手不足、管理費滞納等 

  による管理不全、暴力団排除の必要性、災害時における意思決定ルールの明確化など、様々な 

  課題が指摘されており、これら課題に対応した新たなルールの整備が求められている。 

 ○このため、平成24年1月に「マンションの新たな管理ルールに関する検討会」を設置、平成27年 

  3月に報告書をとりまとめた。 

経緯・背景 

１．マンション管理適正化指針 
（マンション管理適正化法第3条の指針（告示）） 

２．マンション標準管理規約 
（区分所有者間で定めるマンションの管理ルールの 

標準モデル（住宅局長通知）） 

（１）コミュニティ形成の積極的な取り組みを
新たに明記 

○前文及び「管理組合が留意すべき基本
的事項」に、新たに、コミュニティ形成につ
いて位置付け 

（２）外部専門家を活用する場合の留意事
項を明記 

○「基本的方向」「管理組合が留意すべき
基本的事項」に、外部専門家の活用及び
その場合の留意事項を記載 

（１）選択肢を広げるもの 

○外部の専門家の活用 

○議決権割合 

（２）規定の明確化による適正な管理 

○コミュニティ条項等の再整理 

○管理費等の滞納に対する措置 

（３）社会情勢を踏まえた改正 

○暴力団等の排除規定 

○災害時の管理組合の意思決定 

○管理状況などの情報開示 

（４）その他所要の規定の改正 

→ パブリック・コメントを、平成27年10月21日～11月19日で実施。 
→ 単棟型を平成２８年３月１4日に、団地型及び複合用途型を平成28年3月31日に改正。 21 



（１）選択肢を広げるもの 

○外部の専門家の活用 
 理事長を含む理事及び監事について、これまで区分所有者
に限定していたものを、選択肢として外部の専門家も就任可と
し、利益相反取引の防止、監事の権限の明確化等の所要の規
定を措置。（第35条） 

  

○議決権割合 
 新築物件における選択肢として、総会の議決権（及び譲渡契
約時の敷地の持ち分割合）について、住戸の価値割合に連動
した設定も考えられる旨の解説を追加。（第46条） 

（２）適正な管理のための規定の明確化 

○コミュニティ条項等の再整理 
 防災・防犯、美化・清掃などのコミュニティ活動が可能であるこ
とを明確にし、判例も踏まえた条項として各業務を再整理。（第
32条、第27条） 

 

○管理費等の滞納に対する措置 
 管理組合が滞納者に対してとり得る各種の措置について段
階的にまとめたフローチャート等を提示。（第60条） 

（３）社会情勢を踏まえた改正 

 
○暴力団等の排除規定 
 暴力団の構成員に部屋を貸さない、役員にな
れないとする条項を整備。（第19条の2） 

 

○災害時の管理組合の意思決定 
 災害時等における理事長等による応急的な補
修や、緊急避難措置としての専有部分への立入
り等に関する規定を整備。（第54条） 

 

○管理状況などの情報開示 
 大規模修繕工事の実施状況や予定、修繕積
立金の積み立て状況などの情報を開示する場
合の条項を整備。（第64条） 
 

 

２．マンション標準管理規約の改正案の主要項目 

（４）その他所要の規定の改正を実施 

H28マンション管理適正化指針及び標準管理規約の改正の全体概要② 
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東京都、築35年、総戸数40戸（単棟型） 
 もともと自己居住中心であった住居専用の 
   マンション 
 
不在住戸（賃貸化・空き家化）の割合が約  
  50％ 
  60歳以上区分所有者が約40％ 
 
管理運営上の課題： 
－役員のなり手不足（日常的に連絡調整等の  
   業務がある理事長のなり手がないが、月例  
   の理事会に出席する一般理事・監事のなり 
   手はある等） 
－管理費・修繕積立金の値上げが必要、滞納 
   が増加 
－長期修繕計画がなく、計画修繕が行われて 
   いない 
 
管理方式：管理事務は管理業者に全面委託 

 
 理事会は残置 
 外部専門家は、管理者（理事長）に就任 
 マンション管理士 
（例：業務経験５年、類似マンションでの 
         顧問実績５件、事務所に所属など） 

外部専門家の活用方式 

外部専門家による独断専横的行為・利益相反等の防止 

 外部専門家に対する監視体制の構築 
• 理事会への定期書面報告（チェック）、派遣元の事務所による内部監査等 

 外部専門家の権限の制限 
• 外部専門家には理事会での議決権を与えないこと、一定金額以上の契約の理事会承認必

須化 
 解任を可能としておくための対応 

• 管理規約条文における（理事長）固有名詞の排除、解任に向けた総会の招集要件の
1/5→1/10等の緩和、業務引継ぎの義務付け 

 外部管理者と管理組合の利益相反への対応 
• 利益相反取引の報告・承認手続き、リベートの収受等の禁止（違約金も規定） 

金銭の保全措置 
 口座の適切な管理 

• 派遣元による銀行印の保管、理事長印と銀行印の分
離、キャッシュカードの作成禁止、理事長１人で現
金化が困難な方式で修繕積立金を運用 

 出納業務の不実施 
• 出納業務の対象外化、現金取扱禁止 

 適切な財産管理状況の把握 
• 通帳・会計帳簿の原本の監事による定期確認 

留意事項の例 

 
 相談会・専門家団体を通じて接点をもった者や、従前より顧問契約を結んでいた者から、候補
者をピックアップ。 

 まずは顧問契約やコンサルタント業務等の形の支援を受け、その過程で信頼関係を構築できる
と判断でき、かつ、理事長就任の必要性が高いと判断されれば、導入。 

 総会決議で、選任、契約、報酬、関係規定（規約・細則等）を決定。 

候補者の選任方法 

外部専門家の活用方法の具体例 念頭に置いているマンションの例 

 保険・補償 
【過失】 
・賠償責任保険への加入 
【故意】 
・派遣元事務所による補償 
・資格者団体等による保険等 

本ガイドラインは、住宅政策上の重要な課題となる管理不全になることが懸念されるマンションを典型的なケースとし
て念頭に置き、外部専門家を管理組合の理事長として活用する場合の留意事項等を示すもの。今後、外部専門家の活用
状況も参考にガイドラインの改定等を検討予定。 

外部専門家活用ガイドラインの策定（H29.6） 
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１．住宅宿泊事業者に係る制度の創設 
 ① 都道府県知事（※）への届出が必要 
 ② 家主居住型の場合、住宅宿泊事業の適正な責務を義務付け 
  ・一人当たり3.3㎡以上の床面積の確保  
  ・宿泊者名簿の作成・備付け  
  ・騒音防止等の宿泊者への説明、苦情対応 
  ・玄関等への標識掲示              等 
 ③ 家主不在型の場合、上記措置を住宅宿泊管理業者に委託 
  することを義務付け 
 ④ 都道府県知事は、住宅宿泊事業者に係る監督を実施 
 ※ 都道府県に代わり、保健所設置市（政令市、中核市等）、 
  特別区（東京23区）が監督（届出の受理を含む）・条例制定 
  措置を処理できる 

 
住宅宿泊事業法の概要 

 
 
２．住宅宿泊管理業者に係る制度の創設 
 ① 国土交通大臣の登録が必要 
 ② 住宅宿泊管理業の適正な遂行の責務（住宅宿泊事業者への  
  契約内容の説明等）の実施と１②の措置（標識の掲示を除 
  く）の代行を義務付け 
 ③国土交通大臣は、住宅宿泊管理業者に係る監督を実施 
 
３．住宅宿泊仲介業者に係る制度の創設 
 ① 観光庁長官の登録が必要 
 ② 住宅宿泊仲介業の適正な遂行の責務（宿泊者への契約内容 
  の説明等）を義務付け 
 ③ 観光庁長官は、住宅宿泊仲介業に係る監督を実施 
 

法律の概要 

【施行に向けたスケジュール】  
○ 公布          平成２９年 ６月１６日      ○ 届出・登録の申請等の開始 平成３０年 ３月１５日 
○ 政省令公布       平成２９年１０月２７日      ○ 施行期日         平成３０年 ６月１５日  
○ ガイドライン発出    平成２９年１２月２６日 
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 ① 住宅宿泊事業（民泊サービス）を行おうとする者は、都道府県知事への届出 

    （氏名、住所、住宅の所在地その他）が必要 
 

※ 年間提供日数の上限は180日（泊）とし、地域の実情を反映する仕組み（例：日数（期間）制限条例）の創設 

※ 都道府県に代わり、保健所設置市（政令市、中核市等）、特別区（東京23区）が監督（届出の受理を含む）・条例制定事務を処理できること
とする 

 
② 家主居住型の住宅宿泊事業者に対し、住宅宿泊事業の適正な遂行のための措置を義務付け 
 

    ＜住宅宿泊事業の適正な遂行のための措置＞ 

     (1) 宿泊者の衛生確保の措置 

     (2) 避難機器設置等の安全確保の措置 

     (3) 外国語による施設利用方法の説明 

     (4) 宿泊者名簿の備付け 

     (5) 騒音防止等、必要事項の宿泊者への説明 

     (6) 苦情等の処理 

     (7) 契約の仲介を委託する場合、登録を受けた旅行業者 

         又は住宅宿泊仲介業者へ委託 

     (8) 標識の掲示 

     (9) 年間提供日数の定期報告 

 

③ 家主不在型の住宅宿泊事業者に対し、上記措置を住宅宿泊管理業者に委託することを義務付け 

 

④ 都道府県知事は、住宅宿泊事業者に係る監督（業務改善命令、業務停止命令、業務廃止命令、報告
徴収、立入検査）を実施 

住宅宿泊事業者の責務 

※ 罰則あり 
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第12条 区分所有者は、その専有部分 
 を専ら住宅として使用するものとし、 
 他の用途に供してはならない。 
２ 区分所有者は、その専有部分を住宅
宿泊事業法第３条第１項の届出を行っ
て営む同法第２条第３項の住宅宿泊事
業に使用することができる。 

 
第12条 区分所有者は、その専有部分 
 を専ら住宅として使用するものとし、 
 他の用途に供してはならない。 
２ 区分所有者は、その専有部分を住宅
宿泊事業法第３条第１項の届出を行っ
て営む同法第２条第３項の住宅宿泊事
業に使用してはならない。 

新法民泊を実施する場合 新法民泊を禁止する場合 

１．マンション標準管理規約を以下のとおり改正 

  
 コメント（解説）において 
 ○家主居住型のみ可能とする場合 
 ○新法民泊の実施にあたり管理組合 
  への届出を求める場合 
 ○新法民泊を禁止することに加え、 
  広告掲載も禁止する場合 
 の規定例等も提示 

新法民泊に伴うマンション標準管理規約の改正等について 

新法成立を踏まえ、８月２９日通知。 

  

２．届出時に確認 

※管理規約の改正には一定の期間を要することから、管理規約上に、民泊を明確に禁止する規定がない 
 場合であっても、管理組合の総会・理事会決議を含め、組合として禁止する方針が決定されていない旨 
 について届出を求める 

「規制改革実施計画」平成28年6月2日閣議決定（抜粋） 
        ＜枠組み＞ 
        ○届け出制とし、以下の事項を義務化する。 
        ・（集合住宅（区分所有建物）の場合）管理規約違反の不存在の確認 

○住宅提供者の届出の際に、管理規約への違反がないことの確認を求める  

関連の留意事項 
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民泊への対応状況調査 

出典：平成30年２月27日 一般社団法人マンション管理業協会公表資料より抜粋 

◆調査主体：一般社団法人マンション管理業協会 
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民泊制度コールセンターの概要 

○ 住宅宿泊事業に関する制度の問合せ、苦情相談等を受付 
○ 事業者・自治体・消防・地方整備局等への対応依頼連絡 
○ 国への対応結果の報告 
○ コールセンターから発信者に対して、自治体、事業者等の当面の対応を連絡 

○ 所管行政庁が複数に及ぶため、統一的なワンストップサービスを提供（たらい回しの防止） 
○ 事業者の情報を共有することにより、関係行政機関が連携した適切な指導・監督を行う 
○ 人員体制等で十分な対応が難しい自治体を国がサポートし、届出事務・指導監督事務の適切な運用を支援 
○ 対応結果については、国へ定期的に報告し、国はそれをもとに今後の制度運用の見直し等を検討 

目的 

機能 

○ 【名   称】 民泊制度コールセンター（住宅宿泊事業等制度コールセンター） 
○ 【電話番号】 ０５７０－０４１－３８９（ヨイミンパク） ※全国共通ナビダイヤル（通話料は発信者負担） 
○ 【対応言語】 日本語のみ 
○ 【開設期間及び受付時間】 
  ①平成30年3月1日～3月31日（平日のみ） ９：００～１７：００ ※時間外受付なし 
  ②平成30年4月1日～平成35（西暦2023）年3月31日（毎日）  ９：００～２２：００ 
    ※時間外はWeb問合せフォームにて受付 
○ 【問合せ受付内容】 
  ①平成30年6月14日まで  住宅宿泊事業に関する制度や届出方法等の問合せを基本とする 
  ②平成30年6月15日以降 住宅宿泊事業に関する制度等の問合わせ（上記①同様）＋民泊に係る苦情相談等 
    ※住宅宿泊事業法の施行日以降は、問合せ受付範囲を拡大 

運用体制 
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対応方法
確認 

近隣住民等 
通報・相談 

 
事業(予定)者 

 

対応機関、
内容を報告 

制度等
の照会 

回答 

たらい回し 
防止 

観光庁 国交省 厚労省 

＜国＞ 

住宅宿泊事業者 

＜事業者＞ 

保健所 

住宅宿泊管理業者 
旅館業法 

無許可営業者 

情報提供 
助言等 

連絡  
(対応依頼） 

連絡 
(対応依頼） 

対応 
方法確認 

対応 

警察 

（事件性・事故
性のあるもの） 

連絡 

通報 

情報共有・今後の制度運用等に活用 

対応結果
を報告 

指導等 

問合わせ・報告 

電話／駆けつけ 

 
 
 
 
 
 

コール 
センター 

制度問合せ 

苦情相談 

指導・取り締まり等 指導・監督 

＜地方自治体等＞ 

都道府県等 地方整備局 

警察・消防 

民泊制度コールセンター対応フロー 【法施行（平成30年6月15日）以降】 

問合せ内容に応じた対応の流れ 
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民泊制度ポータルサイトの概要 

 
【目的】 

新たな宿泊形態である民泊について、住宅宿泊事業法により制度化が図られることを契機に、法制度や事業参入方法等の関係情
報をワンストップで入手（遷移）できるウェブサイトを構築し、正確な情報発信を行うことで、健全な民泊サービスの普及を図る。 

 
【広報対象】 
 ①住宅宿泊事業、住宅宿泊管理業、住宅宿泊仲介業を営む者（営もうとする者を含む。外国人・企業含む） 
 ②民泊利用者（外国人旅行者含む） 
 ③一般国民（主に民泊実施住宅の周辺住民を想定） 
 
【掲載情報】 
（2/28時点掲載） 

 ○民泊の基礎知識（住宅宿泊事業法・旅館業法・特区民泊の概要等） ○住宅宿泊事業・管理業・仲介業の届出・申請方法 
 ○地方自治体の窓口・条例の制定状況等（リンク）  ○民泊制度コールセンターの案内  ○関係法令集  等 
（3/15以降掲載予定） 

 △民泊制度運営システム操作方法・システムへのログイン  △民泊利用者向け情報  △周辺住民向け情報 
 △よくある質問・回答（ＦＡＱ）  △関連リンク集  △住宅宿泊管理業者・仲介業者の登録簿  等 
 
【作成言語】  日本語、英語（英語版サイトは3月中公開予定） 

 
【開設時期】  平成30年2月28日  以降、順次情報を拡充 
 
【URL】  http://www.mlit.go.jp/kankocho/minpaku/ 
 
【検索エンジン対策】 

Google やYahoo!等の主要ポータルサイトにおいて、「民泊制度」「民泊ポータル」などのキーワード検索により、「民泊制度ポータル
サイト」が上位に表示されるように設定 

民泊制度ポータルサイト（住宅宿泊事業等制度ポータルサイト）の新
設 
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民泊制度ポータルサイトのイメージ 

トップページ 自治体窓口一覧ページ 

記載内容はダミー 

作成中のため、今後修正があります 

自治体の住宅宿泊事業法
関係ページへリンク 
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１．マンション管理の基礎知識 

２．全国のマンションの現状と政策的位置づけについて 

３．マンション管理に関する最近のトピックス 

  ・平成２８年標準管理規約の改正 

  ・住宅宿泊事業法への対応 

４．マンションの修繕について 

５．マンションの建替えについて 

 

 

目次 
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   大規模修繕工事により計画的な修繕を行いつつ、マンションの資産価値を維持・向上させる 
 ためには、将来予想される修繕工事等を計画し、これに基づいた修繕積立金の額を設定し、積 
 み立てることが必要 

 
 ● 長期修繕計画標準様式・長期修繕計画作成ガイドライン 
  

 ● マンションの修繕積立金に関するガイドライン 
 

 ● 長期修繕計画作成・修繕積立金算出サービス、 
   リフォーム見積チェックサービス         等 

マンション大規模修繕工事について 

国のガイドライン等について 

  分譲マンションでは、12年程度の修繕周期で大規模な修繕工事（長期修 
 繕計画に基づく計画修繕工事やグレードアップのための改修工事）を行うこ 
 とが一般的（長期修繕計画作成ガイドライン等による） 

マンション大規模修繕工事とは 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000052.html


長期修繕計画標準様式・長期修繕計画作成ガイドライン（平成20年６月） 

＜ポイント＞ 
 

①管理組合が長期修繕計画について理解し、比較

検討を容易にするため、作成者ごとに異なっていた 

様式について「標準的な様式」を策定した。 

 

②長期修繕計画に設定する推定修繕工事項目の

漏れによる修繕積立金の不足を防ぐため、標準的

な「推定修繕工事項目」（大項目（４）中項目（19）、

小項目(50)）を示した。 

 

③修繕積立金の額の将来的な引き上げ額の幅を

少なくするため、「均等積立方式」により修繕積立

金の額を算出することとした。 

推定修繕工事項目（大項目、中項目）

大項目 中項目

Ⅰ 仮設  １ 仮設工事

Ⅱ 建物  ２ 屋根防水

 ３ 床防水

 ４ 外壁塗装等

 ５ 鉄部塗装等

 ６ 建具・金物等

 ７ 共用内部

Ⅲ 設備  ８ 給水設備

 ９ 排水設備

 10 ガス設備

 11 空調・換気設備等

 12 電灯設備等

 13 情報・通信設備

 14 消防用設備

 15 昇降機設備

 16 立体駐車場設備

Ⅳ 外構・その他  17 外構・附属施設

 18 調査・診断、設計、

    工事監理等費用

 19 長期修繕計画作成費用

長期修繕計画標準様式・長期修繕計画作成ガイドライン 



Ｙ＝ＡＸ＋（Ｂ） 

Ｙ：購入予定のマンションの修繕積立金の額の目安 
Ａ：専有床面積当たりの修繕積立金の額（下表） 
Ｘ：購入予定のマンションの専有床面積（㎡） 
（Ｂ：機械式駐車場がある場合の加算額） 

建物の階数/建築延床面積 平均値 
事例の3分の2が包含され

る幅 

【15階未
満】 

5,000㎡未満 218円／㎡・月 165円～250円／㎡・月 

 5,000～ 

    10,000㎡ 
202円／㎡・月 140円～265円／㎡・月 

10,000㎡以上 178円／㎡・月 135円～220円／㎡・月 

【20階以上】 206円／㎡・月 170円～245円／㎡・月 

２ 修繕積立金の積立方法 
 
 ○修繕積立金の積立方法には、「均等積立方式」と段階増額 
  積立方式」がある。 
 ○「段階増額積立方式」は、計画どおりに増額しようとしても合意 
  形成ができない事例もあり、将来にわたり安定的な修繕積立金 
  の積立てを確保する観点からは、「均等積立方式」が望ましい。  
 ○ 新築マンションの場合、「段階増額積立方式」を採用している場 
  合がほとんどであり、分譲事業者は、将来の増額計画も含め、 
  積立方法の内容について購入予定者に説明することが重要。 
 

○専有床面積当たりの修繕積立金の額（Ａ） 

 マンションの修繕積立金に関するガイドライン（平成23年４月） 

  主として新築マンションの購入予定者向けに、修繕積立金に関する基本的な知識や、修繕積立金の額の
目安を示した。 

１ 修繕積立金の額の目安 

【均等積立方式】 【段階増額積立方式】 
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修繕積立金の累計額 

修繕工事費の累計額 

修繕積立金（年額） 

修繕積立金の累計額 

修繕工事費の累計額 

修繕積立金（年額） 

修繕積立基金 
修
繕
積
立
金
（
年
額
）
（
万
円
／
戸
） 

修
繕
積
立
金
（
年
額
）
（
万
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戸
） 

修
繕
積
立
金
累
計
・
修
繕
工
事
費
累
計
（
万
円
／
戸
） 

※修繕積立基金を併用した場合 

修
繕
積
立
金
累
計
・
修
繕
工
事
費
累
計
（
万
円
／
戸
） 

マンションの修繕積立金に関するガイドライン 



長期修繕計画作成・修繕積立金算出サービス 

年度ごとの推

定修繕工事費

を表していま

す 

修繕積立金

の累計額の

推移を表し

ています。 
推定修繕工事費

の累計額の推移

を表していま

す。 

修繕積立金

の次年度繰

越金の推移

を表してい

ます。 

成果物のイメージ（抜粋） 

■ 留意事項等 

・国土交通省が策定した「長期修繕計画標準様式」、長
期修繕計画作成ガイドライン」及び「同コメント」に沿った
内容 

・標準モデルとして、６階建、30戸、平均専有面積75㎡ 
のファミリータイプのマンションを設定しており、超高層、
リゾートマンション等は対象外 

・調査・診断を行わないため、建物・設備の個別性は考
慮していない 

・有料（13,000～30,000円／件） 

マンション管理組合が、現在の長期修繕計画や修繕積立金の額を見直しする際やその内容が適切か

チェックする際に、比較検討の目安（セカンドオピニオン）として利用できるよう、概略の「長期修繕計画」

の作成とこれに基づく｢修繕積立金の額｣を算出するサービス 

 ■ 利用方法 

・建物・設備の概要（形態、仕様、修繕実績、数量
等）、会計の状況等を入力データ記入表に記入し、セ
ンターに提出 

・データの整合性のチェック等が完了すれば、１週間
程度で成果物（印刷物）を送付 

(公財）マンション管理センター 

相談窓口であわせて活用可能なサービス 



リフォーム見積チェックサービス 

 電話相談の一環として、リフォーム工事を契約する前の、消費者からの「リフォームの見
積書を事業者から取得したが、妥当かどうか不安」などの相談について、希望に応じて相談
者から見積書の送付を受け、助言を行っている。（平成22年度から開始） 

■相談の内容 
原則として契約前の見積書に記載されている数量や単価などをチェック（契約後のトラブル相談等については、必要に
応じて専門家相談を案内） 

■見積書や図面の送付 
希望に応じて、見積書や図面などの送付を受け、資料からわかる範囲でチェック 
相談者が見積書を適切に判断するための助言と情報の提供 

■利用できる方 
 消費者等 

■情報提供ホームページ 
財団ホームページの「住宅リフォーム見積チェックシステム」（http://www.checkreform.jp/ ）で情報提供 

■助言内容例 

 現場確認は行われているか。 

 数量は適正に拾われているか。 

 工事範囲、工事箇所等は明確か。 

 材料等の仕様は明示されているか。 

 技術的な問題点はないか。 

 材料等の市場価格データ等 

【見積チェックサービスの件数】 

(公財） 住宅リフォーム・紛争処理支援センター 

相談窓口であわせて活用可能なサービス 

事業者から取得した見積書に関する相談件数 

うち見積書の送付を受けた件数 



設計コンサルタントを活用したマンション大規模修繕工事の発注等の相談窓口の周知について（通知）  

６ 発注等の適正化 

 管理業務等の委託や工事の発注等については、利益相反等に注意し
て、適正に行われる必要がある。 

設計コンサルタントを活用したマンション大規模修繕工事の発注等の 
相談窓口の周知について 

～ 管理組合・区分所有者の皆様へ ～ 
１．現状の課題 
 マンションの大規模修繕工事等において、診断、設計、工事監理等を担う設計コンサルタントが技術資料を作成し、管理組合の意思決定をサポートする、いわゆる
「設計監理方式」は、適切な情報を基に透明な形で施工会社の選定を進めていくためにも有効であるとされています。 
 しかしながら、発注者たる管理組合の利益と相反する立場に立つ設計コンサルタントの存在が指摘されています。（指摘事例１ ） 
  
２．課題解決に向けた取組の実現 
  設計監理方式を採用する場合は、設計コンサルタントが利益相反行為を起こさない中立的な立場を保つ形で施工会社の選定が公正に行われるよう注意する必
要があります。（取組事例２ ）このような取組みを参考に、適切に行っていただくことが、マンションの管理の適正化を図っていく上で有効であると考えられます。 
 
３．相談窓口の活用 
 マンションの大規模修繕工事等に関する、管理組合や区分所有者の皆様のご疑問やご相談については、下記の相談窓口において、建築士等によるアドバイスを
行っています。設計コンサルタントを活用した設計監理方式を採用する際の留意点や参考となる取組事例の紹介等を行うこととしています。  

国土交通省からマンション関係団
体に対し、通知を発出（H29.1.27） 

マンションの管理の適正化に関する指針（H28.3改正）抜粋 

 本来、マンションの大規模修繕工事等を適切な情報を基に透明な形で
進めていくための役割を持つ設計コンサルタントであるが、発注者たる管
理組合の利益と相反する立場に立つ設計コンサルタントの存在が指摘さ
れている。 

悪質な設計コンサルタントの存在が指摘 

○（公財）マンション管理センター  
http://www.mankan.or.jp/06_consult/tel.html 
（電話番号）建物・設備の維持管理のご相談 …０３（３２２２）１５１９  

 ＜相談窓口＞ 
○（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター 
 https://www.chord.or.jp/reform/consult.html 
（電話番号）住まいるダイヤル …０５７０（０１６）１００ 

＜取組事例２ ＞ 

・ 設計会社は、管理組合において、従前から理事会のアドバイザーに就任していたマンション管理士の協力を得ながら、管理組合団体や他の管理組合からの紹介
に基づき候補５社を選定し、提出された見積金額・実績・会社規模等を勘案して１社に絞り込み、定期総会で承認。 

  施工会社は、専門紙で公募し、５社に現場を案内した上で、見積金額・実績・工事内容・会社規模・アフターケア等を勘案して管理組合の担当役員が１社に絞り込
み、臨時総会で承認。 

＜指摘事例１ ＞ 

・  一部のコンサルタントが、自社にバックマージンを支払う施工会社が受注できるように不適切な工作を行い、割高な工事費や、過剰な工事項目・仕様の設定等に
基づく発注等を誘導するため、格安のコンサルタント料金で受託し、結果として、管理組合に経済的な損失を及ぼす事態が発生している。 

通知抜粋 



マンション大規模修繕工事に関する実態調査について 

● マンション大規模修繕工事の適正な発注等に資するため、大規模修繕工事及び大規模修繕工事の設計コンサルタント業務についての実態
調査を実施（134社944サンプルを集計） 

● 大規模修繕工事の「工事内訳」「工事金額」、設計コンサルタント業務の「業務内訳」「業務量」等についてのデータを統計的に整理し
たものであり、管理組合等における適正な工事発注等のために活用されることを期待 

● また、マンションの戸数規模別の詳細なデータもあわせて整理しており、管理組合等において自らと同規模のマンション群における大規
模修繕工事及び設計コンサルタント業務の内容を参照することで、自らの工事等の相対的な位置づけを確認することも可能 

● 管理組合等においては、適正な工事発注等のために本実態調査の結果を有効活用するとともに、必要に応じて大規模修繕工事に関する公
的な相談窓口を活用することが可能 

１．概要と調査のねらい 

２．大規模修繕工事について ３．設計コンサルタント業務について 

屋根防水, 

10.5% 

床防水, 

11.5% 

外壁塗装, 

17.3% 

[分類名], 

 [値] 
鉄部等塗

装, 4.9% 

建具・金物

等, 4.2% 

共用内部, 

2.0% 

[分類名], 

[値] 

その他設

備, 4.2% 

外構・付属

施設, 1.4% 

仮設工事, 

19.2% 

その他, 

12.1% 

＜大規模修繕工事の工事内訳＞ 

 設計コンサルタント業務の業務内訳 
         （人・時間ベース） 

 ・調査、診断；15.2％ 

  設計；31.8％ 

  施工会社選定への協力；8.1％ 

  工事監理；40.3％ 

  長期修繕計画の見直し；3.6％ 

 ・工事回数による大きな違いはない。 

 業務量（人・時間） 

   ・100～200人・時間；31.1％ 

    ～100人・時間；30.3％ 

   ※設計コンサルタント業務は個別 
  性が高くバラツキがあるため、 
  データを参照しつつ、必要に 
  応じて公的な相談窓口を活用 
  することも有効 

＜設計コンサルタント業務の業務内訳＞ 

調査・診断, 

15.2%

設計, 31.8%

施工会社選定

への協力, 

8.1%

工事監理, 

40.3%

長期修繕計画

の見直し, 

3.6%
その他, 1.0%

うち設備関

係, 0.8%

うち設備関

係, 5.1%

うち設備関

係, 6.1%

＜設計コンサルタント業務量＞ 

 大規模修繕工事の工事内訳（工事金額ベース） 

 ・外壁関係（外壁塗装及び外壁タイル）24.0% 

  防水関係（屋根防水及び床防水）22.0%、仮設工事 19.2% 

 ・工事回数による特徴 
    2回目では給水設備が増加（1回目2.1%⇒2回目10.5%⇒3回目以上4.2%）  

    3回目以上では建具・金物が増加（1回目1.1%⇒2回目3.4%⇒3回目以上11.6%） 

 

 大規模修繕工事金額（工事ごと） 

 【戸あたり】 
   75万円～100万円；30.6％、100万円～125万円；24.7％ 

 【㎡あたり】 
   10,000円～15,000円；41.1％、5,000円～10,000円;31.8％ 
 ※大規模集修繕工事；計画修繕やグレードアップのための改修工事（耐震改修工事は除外）   
 ※大規模修繕工事金額；直接工事費（共通仮設費、現場管理費、一般管理費、消費税相当額は含まない） 

※調査結果をマンションの戸数規模別に集計し、管理組合等において自らと同規模のマンション群における大規模修繕工事、設計コンサルタ 
 ント業務量等を大規模修繕工事の検討において参照することが可能 



改修に係る支援制度 ①優良建築物等整備事業(既存ストック再生型) 

老朽マンション等の既存の建築ストックについて、耐震性の確保等に加え、バリアフリー化や省エネ改修等、現在
の居住ニーズに合ったストックへの総合的な再生を支援する。 

バリアフリー改修として、エレベーターを設置 

・全国を対象 

・敷地に接する道路中心線以内の面積が概ね３００㎡以上 

施行区域 

①１０戸以上の住宅を改修 （又は１０名以上の区分所有者が存するストック事業） 

②次のいずれの要件も満たし、かつ１０人以上の区分所有者が存する  
住宅・建築物 ストックで行われる改修 
・官民連携の協議会が組織されていること 
・都市開発方針、その他まちづくり計画に位置付けられた地区 

・住宅各戸において、床面積５０㎡以上、２部屋以上、台
所、水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室を備えたもの 

   （ただし、上記対象事業①のものに限る。） 

・地階を除く階数が原則３階以上 

・耐火建築物又は準耐火建築物 

・耐用年数の２分の１以上を経過していること 

下記㋑ ～㋭のいずれかの改修に伴う次の費用が対象 

・調査設計計画の作成に要する費用 

・土地整備費に要する費用 

・共同施設整備費に要する費用 
対象事業 

対象建物要件 

補助対象 

国費率 

事業イメージ 

次のいずれかの事業に該当すること 
※：ただし、耐震や吹付アスベスト対

策が未実施の場合は以下の改
修を必須とする 

・耐震改修 
・アスベスト改修 

事業着手期限 左記対象事業のうち、 

①に該当するものについては、平成３１年３月３１日までに着手した事業 

㋑ バリアフリー改修  

㋺ 省エネ改修  

㋩ 維持管理対策改修 

㋥ 防災対策改修 

㋭ 子育て支援対応改修 

           全体事業費の１/３以内 
             （但し、地方公共団体が補助する額の１/２が上限） 

⇒【最大： 地方２／３（うち 国１／３）、民間等（地元）１/３ 】  40 



１．制度の概要 
  マンション管理組合が行う共用部分のリフォーム工事等に必要な資金を貸し付ける。 

 ２．融資条件 
  (１)対象者 
    マンション管理組合（法人格のない管理組合が借り入れ主体になることができる）  

※一定の事項を定める管理規約が定められていること、マンション共用部分のリフォームをすることが総会で決議されている
こと、修繕積立金が１年以上定期的に積み立てられており、管理費等と区分して経理されていること等の要件を満たす必
要がある。 

※管理組合が行う工事費の負担金として区分所有者が借りることができる。 

   （２） 融資限度額等 
申込み マンション管理組合 区分所有者※2 

融資限度※1 工事内容に応じ 
240～1,000万円/戸 

工事内容に応じ 
150～500万円/戸 

耐震改修工事費に対して
1,000万円／戸 

工事内容に応じ 
240～1,000万円/戸 

返済期間 20年以内 10年以内 20年以内 20年以内（年齢による最長返済期
間の制限あり） 

保証人 連帯保証人 (公財)マンション管理セン
ター 

(公社)全国市街地再開発
協会 

不要※3 

担保 区分所有者全員の所有する
土地・建物に抵当権を設定 

なし なし 当該区分所有者の所有する土地・
建物に抵当権を設定 

改修に係る支援制度 ②マンション共用部分リフォーム融資（住宅金融支援機構） 

申込み 償還期間 耐震改修以外 耐震改修 

○マンション管理組合※ 10年以内 0．57％ 0．30％ 
20年以内 0．84％ 0．55％ 

○区分所有者 
10年以内 0．86％ 0．59％ 
20年以内 1．13％ 0．84％ 

高齢者向け返済特例制度 0．94％ 0．74％ 

(３) 金利（金利水準はH30.５.１現在）※マンションすまい・る債を積み立てているマンション管理組合は、融資金利からさらに0.20％引下げ。 

※1 対象となる工事費（区分所有者申込みの場合は区分所有者の方が負担する一時金）の80％が上限。ただし、区分所有者の方が高齢者向け返済特例制度を 
  利用する場合は、一時金の100％が上限。 
※2 マンション管理組合が工事を行う場合で、区分所有者の方が一時金を負担するときに利用できる融資。 
※3 高齢者向け返済特例制度を利用する場合は(一財)高齢者住宅財団の保証が必要。 
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改修に係る支援制度 ③耐震改修の支援策(平成30年度予算) 

◇耐震改修促進税制（住宅・建築物） 

 

◇住宅金融支援機構による融資制度 
個人向け マンション管理組合向け 

建築物（耐震診断義務付け対象） ＜Ｈ26年４月１日より＞ 

○法人税・所得税  取得価額の25％の特別償却（H27.3.31までに耐震診断の結果報告を行った者が、報告日以後５年間までに耐震改修を行った場合） 
○固定資産税     ２年間１／２減額（耐震診断の結果報告を行った者が、政府の補助を受けて、H26.4.1～H32.3.31の間に耐震改修を行った場合） 

住 宅 

 
○融資限度額：１，０００万円（住宅部分の工事費の80％が上限） 
○金利：償還期間10年以内0.59％ 、11年以上20年以内0.84％(H30.４.１現在) 
 

○融資限度額：原則として５００万円／戸（共用部分の工事費の80％が上限） 
○金利：原則として償還期間10年以内0.30％（H30.４.１現在） 

○所得税（H33.12まで）     耐震改修工事に係る標準的な工事費用相当額の１０％相当額（上限25万円）を所得税から控除 
○固定資産税（H32.3まで）  固定資産税額（120㎡相当部分まで）を１年間１／２に減額  
                    （特に重要な避難路沿道にある住宅は、２年間１／２減額） 

○耐震診断 
 ・民間実施：国と地方で２／３ 
 ・地方公共団体実施：国１／２ 
○耐震改修等、建替え又は除却              

建物の種類 交付率 

・緊急輸送道路沿道 
・密集市街地、津波浸水区域等の避難路沿道 

国と地方で２／３ 

・その他 国と地方で23％ 

建物の種類 交付率 

・緊急輸送道路沿道 
・密集市街地、津波浸水区域等の避難路沿道 
・避難所等の防災拠点 

公共建築物：国１／３ 
民間建築物：国と地方で２／３ 

・多数の者が利用する建築物 
 （3階建、1,000㎡以上の百貨店等） 
・大規模な危険物処理・貯蔵場 
・避難路沿道（密集市街地、津波浸水区域等に

係るもの以外） 

公共建築物：国11.5％ 
民間建築物：国と地方で23％ 

○耐震診断 
 ・民間実施：国と地方で２／３ 
 ・地方公共団体実施：国１／３（緊急輸送道路沿道の場合は１／２） 

○耐震改修、建替え又は除却 

◇耐震対策緊急促進事業等 ＜平成30年度予算：国費120億円 （平成29年度予算：国費120億円）＞ 

○改正耐震改修促進法により、耐震診断の義務付け対象となる建築物に対し、通常の助成に加え、重点的・緊急的に支援（平成30年度末まで） 
   耐震診断、補強設計：国１／３ ⇒ １／２   耐震改修：国11.5％、１／３※ ⇒ １／３、２／５※   
  （不特定多数利用大規模建築物（ホテル・旅館、デパート等）等の耐震診断については、平成27年度末までの措置） 
 （通常の社会資本整備総合交付金等による国費分を含む助成率。上記の他、社会資本整備総合交付金等を活用した既存の耐震補助制度がない地方公共団体の区域においても一定の支援） 
 （地方公共団体の施設については、社会資本整備総合交付金等において同等の支援） 
  

※防災拠点等 

＜平成30年度拡充事項＞ 
住宅耐震化に向けて積極的な取組を行っている地方公共団体を対象に、住宅耐震化を
総合的に支援するメニューを創設 
概要 交付対象：補強設計等費、耐震化改修工事費 
    交付限度額：定額100万円（耐震改修工事費の8割を限度）[国:1/2、地方:1/2] 

住宅（共同住宅を含む） 建築物 

◇住宅・建築物安全ストック形成事業 ＜社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金の基幹事業（平成30年度予算）＞ 
※地方公共団体の補助制度については、住宅・建築物がある地方公共団体にお問い合わせください。 

H30修正 
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不動産取引のプロである宅建業者が、専門家による建物状況調査（インスペクション）の活用を促すことで、売主・買主が安心して取引ができる市
場環境を整備 

背景 

１．既存建物取引時の情報提供の充実 

○我が国の既存住宅流通シェアは、欧米諸国（約７０～９０％）と比較して極めて低い水準（14.7％）。 
○既存住宅の流通促進は、既存住宅市場の拡大による経済効果、ライフステージに応じた住替え等による豊かな住生活の実現等の意義がある。 
  

既存建物取引時に、購入者は、住宅の質に対する不安を抱えている。一方で、既存建物は個人間で売買されることが多く、一般消費者である売主に
広く情報提供や瑕疵担保の責任を負わせることは困難。 

申
込

み 
①媒介契約締結 

売却/購入申込み 

②重要事項説明 

③売買契約締結 

物件の引渡し 

契
約
手
続 

依頼者の意向に応じ 
インスペクション実施 

【取引フロー】 

①媒介契約締結時 

 宅建業者がインスペクション業者のあっせんの可否を
示し、媒介依頼者の意向に応じてあっせん 

②重要事項説明時 

 宅建業者がインスペクション結果を買主に対して説明 

③売買契約締結時 

 基礎、外壁等の現況を売主・買主が相互に確認し、そ
の内容を宅建業者から売主・買主に書面で交付 

・ インスペクションを知らなかった消費者の
サービス利用が促進 

・ 建物の質を踏まえた購入判断や交渉が
可能に 

・ インスペクション結果を活用した既存住宅
売買瑕疵保険の加入が促進 

・建物の瑕疵をめぐった物件引渡し後のトラ
ブルを防止 

【新たな措置内容】 【期待される効果】 

２．不動産取引により損害を被った消費者の確実な救済 

不動産取引により損害を被った消費者を確実に救済するため、営業保証
金・弁済業務保証金による弁済の対象者から宅地建物取引業者を除外。 

業界団体に対し、従業者への体系的な研修を実施するよう努力義務を
課す。 

３．宅地建物取引業者の団体による研修 

基礎のひび割れ幅の計測 

４．施行期日 

○ １．既存建物取引時の情報提供の充実に関する規定：平成３０年４月１日施行 

○ ２．不動産取引により損害を被った消費者の確実な救済、３．宅地建物取引業者の団体による研修に関する規定：平成２９年４月１日施行 

 

  

  

※ 建物状況調査（インスペクション） 

⇒ 建物の基礎、外壁等に生じているひび割れ、雨漏り等の劣化事象・ 
   不具合事象の状況を 目視、計測等により調査するもの。 

水平器による柱の傾きの計測 

※ 既存住宅売買瑕疵保険 

⇒ 既存住宅に瑕疵があった場合に修補費用等を保証する保険。 

○成果指標 

・既存住宅流通の市場規模 
   ４兆円（H25） ⇒ ８兆円（H37） 
・インスペクションを受けた既存 
  住宅売買瑕疵保険の加入割合   
   ５％（H26） ⇒ 20％（H37） 
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（参考） 「宅地建物取引業法の一部を改正する法律」 （平成２８年６月３日公布）概要 



（参考）インスペクションとは 

 
構造耐力上の安全性や雨漏り・水漏れ等の 
観点から以下のような部位の劣化事象等を調査。 
 ①構造耐力上主要な部分：基礎・壁・柱 等  
 ②雨水の浸入を防止する部分：屋根・外壁・ 
     開口部 等 

【調査結果に係る留意事項】 
 ●瑕疵の有無を判定するものではなく、瑕疵がないことを保証するものではない。  
 ●報告書の記載内容について、調査時点からの時間経過による変化がないことを保証するものではない。 
 ●建築基準関係法令等への適合性を判定するものではない。 
 

  専門的な知見を有する者が、建物の基礎、外壁等の部位毎に生じているひび割れ、雨漏り等の劣化事象 
  及び不具合事象の状況を目視、計測等により調査するもの。 

（戸建住宅の場合） 

屋根 

基礎 

柱 

  外壁 

   開口部 

壁 

インスペクション 

インスペクションのイメージ インスペクションの対象部位の例 

クラックスケールによる 
基礎のひび割れ幅の計測 

買主 売主 
売買契約 

インスペクション 

インスペク
ション依頼 

インスペクション事業者 

インスペクションの活用例 

※「既存住宅インスペクション・ガイドライン」（平成25年6月国土交通省公表）に基づき作成 

水平器による柱の傾きの計測 

検査料金：４．５万～６万円程度（通常、依頼主である売主が負担） 
検査時間：２～３時間程度 
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（参考）住宅品質確保法に基づく瑕疵担保責任の特例 

○住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）（抄） 
 （住宅の新築工事の請負人の瑕疵担保責任の特例）  
第九十四条  住宅を新築する建設工事の請負契約（以下「住宅新築請負契約」という。）においては、請負人は、注文者に引き渡した時から十年間、住宅

のうち構造耐力上主要な部分又は雨水の浸入を防止する部分として政令で定めるもの（次条において「住宅の構造耐力上主要な部分等」という。）の瑕
疵（構造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。次条において同じ。）について、民法 （明治二十九年法律第八十九号）第六百三十四条第一項 
及び第二項 前段に規定する担保の責任を負う。  

２  前項の規定に反する特約で注文者に不利なものは、無効とする。  
３  （略） 
 （新築住宅の売主の瑕疵担保責任の特例）  
第九十五条  新築住宅の売買契約においては、売主は、買主に引き渡した時（当該新築住宅が住宅新築請負契約に基づき請負人から当該売主に引き渡

されたものである場合にあっては、その引渡しの時）から十年間、住宅の構造耐力上主要な部分等の隠れた瑕疵について、民法第五百七十条 において
準用する同法第五百六十六条第一項 並びに同法第六百三十四条第一項 及び第二項 前段に規定する担保の責任を負う。この場合において、同条第
一項 及び第二項 前段中「注文者」とあるのは「買主」と、同条第一項 中「請負人」とあるのは「売主」とする。  

２  前項の規定に反する特約で買主に不利なものは、無効とする。  
３  （略） 

○住宅品質確保法に基づき、新築住宅の売主等は、構造耐力上主要な部分及び雨水の
浸入を防止する部分について、10年間の瑕疵担保責任を負うこととされている。 

Ａ
Ｅ

Ｉ
Ｆ

Ｇ
Ｃ

Ｄ

Ｈ 基礎 Ａ
壁 Ｂ
柱 Ｃ
小屋組 Ｄ
土台 Ｅ
斜材 Ｆ
床版 Ｇ
屋根版 Ｈ
横架材 Ｉ

２階建ての場合の骨組（小屋組、軸組、床組）等の構成 【構造耐力上主要な部分】

Ｌ 【雨水の浸入を防止する部分】

屋根 Ｊ

外壁 Ｋ

Ｌ開口部

ＫＢ

Ｃ

Ｊ

○木造（在来軸組工法）の戸建住宅の例 

＜対象となる瑕疵担保責任の範囲＞ 
○鉄筋コンクリート造（壁式工法）の共同住宅の例 

２階建ての場合の骨組（壁、床版）等の構成

基礎 Ａ

基礎ぐい Ｂ

壁 Ｃ

床版 Ｄ

屋根版 Ｅ

【構造耐力上主要な部分】

Ｅ

Ａ

Ｂ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｆ

Ｇ 【雨水の浸入を防止する部分】

屋根 Ｆ

外壁 Ｇ

開口部 Ｈ

排水管 Ｉ

Ｃ

Ｉ

Ｈ

Ｇ

Ｃ
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（参考）住宅瑕疵担保履行法の概要 

住宅の品質確保の促進等に関する法律の規定により建設業者及び宅地建物取引業者が負う新築住宅に係る瑕疵担保責任
の履行の確保等を図るため、建設業者による住宅建設瑕疵担保保証金の供託、宅地建物取引業者による住宅販売瑕疵担保
保証金の供託、住宅に係る瑕疵担保責任の履行によって生ずる損害をてん補する一定の保険の引受けを行う住宅瑕疵担保
責任保険法人の指定等について定める。 

新築住宅の売主等が十分な資力を有さず、瑕疵担保責任が履行されない場合、住宅購入者等が極めて不安定な状態に
置かれることが明らかとなった。 

 

構造計算書偽装問題 

新築住宅 ： 建設業者及び宅地建物取引業者（新築住宅の売主等）は、住宅品質確保法に基づく10年間の瑕疵担保責任を負う。 

        （構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部分） 

新築住宅の売主等による瑕疵担保責任の履行の確保 住宅購入者等の利益の保護 

１．瑕疵担保責任履行のための資力確保の義務付け 

住宅購入者等 

売主等 
供託所 

（法務局） 

修
補
等
請
求 

修
補
等 

還付 

保証金の供託 

住宅購入者等 

売主等 
住宅瑕疵担保責任 

保険法人 

修
補
等
請
求 

修
補
等 

保険金支
払 

保険料 

保険金請求 

保険金支払 

供託 保険 

新築住宅の売主等に対し、住宅の供給戸数
に応じた保証金の供託を義務付け。 

住宅瑕疵担保責任保険契約に係る住宅戸数
は、供託すべき保証金の算定戸数から除か
れる。 

２．保険の引受主体の整備 

瑕疵の発生を防止するための住
宅の検査と一体として保険を行う
ため、国土交通大臣が新たに住
宅瑕疵担保責任保険法人を指定
する。 

３．紛争処理体制の整備 

住宅瑕疵担保責任保険契約に
係る住宅の売主等と住宅購入者
等の紛争を迅速かつ円滑に処
理するため、紛争処理体制を拡
充する。 

＜供託のスキーム＞ ＜保険のスキーム＞ 

瑕疵 瑕疵 

還付請求 保険金直接請求 

売主等倒産時 
不履行時 

売主等倒産時 
不履行時 
確定判決 



（参考）住宅瑕疵担保責任保険の概要 

売買契約・請負契約 

住宅瑕疵担保責任保険法人 

発注者 

買主 

請負人（建設業者） 

売主（宅建業者） 

保険付き住宅 

保険加入 

手続き 検査 
保険金 

支払い 

保険金支払い 

（事業者倒産等時） 

・保険金の支払い対象：①修補費用（※）、②調査費用、③仮住居・転居費用等 
（※）住宅品質確保法に基づき10年間の瑕疵担保責任を負担することが義務付けられている「構造耐力上主要な部分」及び「雨水の浸
入を防止する部分」に係る瑕疵が発見された場合の修補費用 

・保険期間：10年 
・免責金額：10万円 
・填補率：事業者（請負人・売主）へは80％、住宅取得者（発注者・買主）へは100％（事業者倒産等時） 
・保険料等：個々の保険法人が設定（戸建て住宅で７～８万円程度） 
・保険金額：2,000万円（オプションで2,000万円超あり） 

○住宅瑕疵担保責任保険に加入し、保険付保証明書を住宅取得者に交付した新築住宅
（保険付き住宅）については、保証金の算定戸数から除外。 



（参考）リフォーム工事を対象とした主な保険 

 
〇 リフォーム瑕疵保険は、リフォーム工事の請負契約に関する 
   保険。 
 保険金の支払対象：①修補費用※、②調査費用、③仮住居・転居

費用等 
  ※リフォーム工事を実施したすべての部分に係る瑕疵が発見され

た場合の修補費用（設備機器・器具そのものの瑕疵は対象外） 
 保険期間：1～10年（保険商品により異なる） 
 保険金額：100～2,000万円（請負金額等により異なる） 
 免責金額：10万円 
 填補率：事業者（リフォーム業者）へは80％、発注者（消費者）へ

は100％（事業者倒産等時） 
 保険料：個々の保険法人が設定（請負金額400万円のリフォーム

工事で３万円程度） 

■リフォーム瑕疵保険 

申込実績： 約46,300戸（H30.3末時点） 

 
〇 大規模修繕瑕疵保険は、共同住宅の大規模修繕工事の請負 
   契約に関する保険。 
 保険金の支払対象：①修補費用※、②調査費用、③仮住居・転居

費用等 
  ※大規模修繕工事を実施した部分のうち、構造耐力上主要な部

分、雨水の浸入を防止する部分、給排水管路部分、給排水・電
気 設備部分、手すり等の鉄部等に係る瑕疵が発見された場合
の修補費用 

    （対象部分は保険商品により異なる） 
 保険期間：１～10年（対象部分等により異なる） 
 保険金額：1,000万円～5億円（請負金額等により異なる） 
 免責金額：10万円 
 填補率：事業者（大規模修繕工事業者）へは80％、発注者（管理

組合等）へは100％（事業者倒産等時） 
 保険料：個々の保険法人が設定（請負金額等により異なる） 

■大規模修繕工事瑕疵保険 

申込実績： 約5,800棟（H30.3末時点） 

申込実績： 約32,000件（H30.3末時点） 
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（参考）住宅リフォーム事業者団体登録制度（平成２６年９月１日公布・施行） 

 住宅リフォーム事業者の業務の適正な運営の確保及び消費者への情報提供を行うなど一定の要件を満たす住
宅リフォーム事業者の団体を国が登録することにより、住宅リフォーム事業の健全な発達及び消費者が安心して
リフォームを行うことができる環境の整備を図る。 

１．目的 

２．制度内容 

ロゴマーク（商標登録済） 

・一般社団法人又は中小企業等協同組合等 

・２都道府県以上を事業範囲（会員の主たる事業所の所在地が２都道府県以上） 

・概ね１００者以上のリフォーム事業者を主たる構成員とする 

・設立後２年を経過（設立前の任意団体で一定の業務実績がある場合はそれらの実績を勘案。ただし、設立後１年以上。） 

①共通要件 

  ・団体の財務状況が健全であること（例：債務超過又は２年連続赤字でないこと） 

  ・会員の業務に関する消費者相談窓口を設けていること 

  ・会員を対象とした研修等の人材育成の仕組みを有していること 等 

②構成員の要件 

  ・実施する工事の内容に応じた必要な知識及び技術を有すること。（原則下表の資格等） 

工事の内容 法人の保有資格 

マンション共用部分修繕部門 建設業許可 

構造・防水工事を含む戸建て住宅リフォーム 建設業許可、または、常勤の建築士もしくは建築施工管理技士 

内装・設備工事 建設業許可、または、常勤の建築士、建築施工管理技士その他の資格者 

（１）対象となる団体 

（２）団体の登録要件 

団体において、次に掲げる事項を遵守することとし、必要な指導、助言、勧告等を行うこととしていること。 

 ・見積り、契約時の書面の交付 

 ・一定額以上の工事についてリフォーム瑕疵保険・大規模修繕瑕疵保険の加入（注文者が予め書面で不要の意思表示をしている場合を除く。） 

  「一定額」＝ 

（３）構成員による個別の工事について 

戸建住宅の場合：５００万円以下で団体の定める額。 

マンション共用部分の場合：戸数×１００万円又は１億円の低い方の額で、団体の定める額。 49 



（参考）住宅リフォーム事業者団体登録制度（イメージ図） 

・構成員が概ね１００社以上 

・事業所が２以上の都道府県 

・設立後原則２年以上 

・人材育成、相談窓口等 

登録番号 名称（略称） 構成員数 主な工事内容 

1 一般社団法人マンション計画修繕施工協会（MKS） 151 主にマンションの修繕を実施 

２ 一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会（JERCO） 397 主に戸建住宅・マンション専有部のリフォームを実施 

3 日本木造住宅耐震補強事業者協同組合（木耐協） 1,027 主に木造戸建住宅リフォームを実施 

４ 一般社団法人リノベーション住宅推進協議会（リノベ協） 503 主に内装工事を実施 

5 一般社団法人ベターライフリフォーム協会（BLR） 675 主に住宅部品・設備の修繕取替、内装工事を実施 

６ 一般社団法人日本塗装工業会（日塗装） 1,686 主に木造戸建住宅リフォームを実施 

７ 一般社団法人リフォームパートナー協議会（RECACO） 475 主に木造戸建住宅リフォームを実施 

８ 一般社団法人全建総連リフォーム協会（全リ協） 990 主に木造戸建住宅リフォームを実施 

９ 一般社団法人住生活リフォーム推進協会（HORP） 303 主にマンション・木造戸建住宅リフォームを実施 

１０ 一般社団法人JBN・全国工務店協会（JBN） 2,578 主に木造戸建住宅リフォームを実施 

11 一般社団法人住宅リフォーム推進サポート協議会（住推協） 219 主に木造戸建住宅リフォームを実施 

事業者団体（社団法人等） 

人材育成（研修等） 

情報提供、指導・助言・勧告・除名等 

（一定規模以上の社団法人等） 

報告（消費者相談、人材育成活動等） 

消費者保護等のための 

指導・助言・勧告・登録抹消 

   消費者 
消費者（発注者） 

相談窓口 
ホームページによる 

会員情報等の提供 

団体情報 

の提供 

書面交付等 

相談内容の通知 

団体 

（事務局） 

リフォーム 

事業者 
  

○資格・能力を有する 

・建設業許可 

・建築士 

・建築施工管理技士 等 

登録 

一定額以上の工事は 

原則リフォーム瑕疵 

保険等に加入 

工
事 

地方 

公共団体 

国 

情報提供等
の支援 

３．制度イメージ 

４．登録住宅リフォーム団体 平成30年6月末現在 
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（参考）既存住宅の売買を対象とした主な保険 

■既存住宅売買瑕疵保険 
○制度概要 
【保険金支払い対象】構造部分・防水部分 など   
【保険期間】※１  
  売主が宅建業者の場合 ２年又は５年 
  売主が宅建業者以外（個人間売買）の場合 １年、２年又は５年 
【保険金支払い】 
 ＜売主が宅建業者の場合※２＞                    
  業者営業時：事業者に補修費用の８０％をてん補         
  業者倒産時：発注者に補修費用を１００％てん補          
 ＜売主が宅建業者以外（個人間売買）の場合＞ 
  業者営業時：検査事業者に補修費用の１００％をてん補 
  業者倒産時：発注者に補修費用を１００％てん補 

申込実績： 約300戸（H30.3末時点） 

※２  宅建業者による瑕疵保険の利用を促進するため、既存住宅売買瑕疵保険＜売主が宅建業者の場合＞については、保険期間を2年間（従来5  
     年間のみ）、保険金支払限度額を500万円（従来1,000万円のみ）とする商品をH25.7に認可。 

申込実績： 約8,300戸（H30.3末時点） 

〇宅建業者販売タイプ 

〇個人間売買タイプ、検査事業者保証型 〇個人間売買タイプ、仲介事業者保証型 

申込実績： 約46,300戸（H30.3末時点） 

※１  保険商品によって異なる。 
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（参考） 「安心Ｒ住宅」（特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度） 
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〇 既存住宅の流通促進に向けて、｢不安｣｢汚い｣｢わからない｣といった従来のいわゆる「中古住宅」のマイナスイメージを払拭し、 
｢住みたい｣｢買いたい｣既存住宅を選択できるようにする。 

 

〇 このため、耐震性があり、インスペクション（建物状況調査等）が行われた住宅であって、リフォーム等について情報提供が行
われる既存住宅に対し、国の関与のもとで事業者団体が標章（「安心Ｒ住宅」）を付与するしくみを創設。 

【平成29年11月6日告示公布、平成29年12月1日告示施行、平成30年4月1日標章使用開始】 

「品質が良く、安心して購入できる」 
「既存住宅だけどきれい、既存住宅ならではの良さがある」 

「選ぶ時に必要な情報が十分に提供され、納得して購入できる」 

従来のいわゆる「中古住宅」 「安心Ｒ住宅」  ～「住みたい」「買いたい」既存住宅～ 

「品質が不安、不具合があるかも」 
「古い、汚い」 

「選ぶための情報が少ない、わからない」 

（既存住宅を紹介しているwebサイト（イメージ）） 

など 

インスペクション済み 耐震性あり 

リフォーム等の情報 現況の写真 

「安心Ｒ住宅」ロゴマーク 

番号 登録日 名称（略称） 

１ 平成29年12月25日 一般社団法人優良ストック住宅推進協議会（スムストック） 

２ 平成30年1月26日 一般社団法人リノベーション住宅推進協議会 

３ 平成30年3月13日 公益社団法人全日本不動産協会（（公社）全日本不動産協会） 

４ 平成30年6月8日 一般社団法人石川県木造住宅協会 

登録団体一覧 平成30年8月27日現在 

※事業者が既存住宅を買い取り、質の向上を図るリフォームを行ってエンドユーザーに販売する事業（買取再販事業）で扱われる住宅について、事業者に課される不動産取
得税を減額する現行の特例措置の対象を、対象住宅が「安心R住宅」である場合等に、敷地部分に拡充（平成30年度税制改正） 

番号 登録日 名称（略称） 

５ 平成30年6月28日 一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会（ＪＥＲＣＯ） 

６ 平成30年6月29日 一般社団法人住まい管理支援機構 

７ 平成30年8月27日 公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会（全宅連） 



                   

（参考） 「安心Ｒ住宅」（特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度）の概要 

                   ①基礎的な品質があり｢安心｣ 

 既存住宅ならではの良さ                    従来の既存住宅のマイナスイメージ                   

◇ 新築に比べて安い 
◇ 実際の住宅を見て検討できる 

◇ あらかじめ周辺環境を確認できる 

◇ リフォームによって自分のニーズに合わせられる 

◇ 「不安」 品質が不安、不具合があるかも  
◇ 「汚い」 見た目が汚い、設備が古い 

◇ 「わからない」 
   選ぶための情報が少ない、わからない 

                   ③情報が開示されていて 

「わかりやすい」 

◇外装、主たる内装、水廻り
の現況の写真を閲覧できる 

◇広告時に点検記録等の保管状
況が示され、さらに求めに応じ
て詳細情報が開示される 

◇インスペクション（建物状況調査
等）の結果、既存住宅売買瑕疵保
険の検査基準に適合 

〈インスペクションのイメージ〉 

◇新耐震基準等に適合 

<現況の写真イメージ> 

広告を見ても詳細写真等、 
選ぶための情報が少ない 

                   

消費者が「住みたい」「買いたい」と思える既存住宅を選択できる                    

 ・広告等で写真を見て、実施済みの
リフォーム工事の内容等を確認で
きる             等    

 

 ・今までに実施した点検や修繕の内容が
わかる 

 ・どんな保険・保証がつくかがわかる  等 

 ・既存住宅だけど、きれい 

 ・これからリフォーム工事にかかる
費用や リフォーム工事後のイメー
ジがわかる            等 

相談できる                    ◇事業者団体が相談窓口を設置している ・トラブルがあっても相談できる    等 

〈現況の写真イメージ〉 

◇リフォーム工事を実施してい
ない場合は、費用情報を含む
リフォーム提案書がある 

                   ②リフォーム工事が実施されていて「きれい」 

(仲介事業者等) (住宅リフォーム事業者) 

連携 

広告時の情報開示 

〈情報開示イメージ〉 

「調査報告書」 
・ 設計図書  有 
・ --------  無 
・ 設備点検  有 
・ 修繕      有 
・ 保険     有 
・ --------  無 

商談時に詳細情報を開示 

(仲介事業者等) 

 安心Ｒ住宅 

◇リフォーム工事によって従来
の既存住宅の「汚い」イメージ
が払拭されて いる 
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○ 国は、「安心Ｒ住宅」の標章及びそれを使用できる既存住宅の要件を設定する。 

  その上で、標章の使用を希望する事業者の団体を審査･登録し、標章の使用を許諾する。 

○ 事業者団体は、リフォームの基準及び標章の使用について事業者が守るべきルールを設定し、団体の構成員である事
業者の指導･監督を行う。 

○ 事業者は、要件に適合した住宅について、団体の基準やルールに則って広告時に標章を使用することができる。 

団体の要件 本制度の適正な運営を確保するために必要な体制及び資力を有する一般社団法人等※ 

※ 一般社団法人以外としては、中小企業等協同組合等が考えられる 

団
体
の
業
務 

「住宅リフォーム工事の実施判断の基準」の
設定・公表 

従来の既存住宅の「汚い」イメージの払拭に資する住宅リフォーム工事の実施判断の基準を定め、公表 

事業者が遵守すべき事項の設定・研修 事業者が標章の使用に関して遵守すべき事項の設定、研修の実施 

事業者に対する標章の使用許諾・監督 事業者に対する標章の使用許諾・許諾の取消し、許諾を得た事業者の公表、事業者の指導、監督 

相談等への対応 住宅購入者からの相談又は苦情への対応 

業務状況等の報告 年１回、業務及び財務の状況を国に報告 

◇「安心Ｒ住宅」の標章を使用する事業者の団体 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住宅購入者 

事業者団体（一般社団法人等） 
団体を審査･登録 
標章の使用を許諾 

広告時に標章を使用 

標章の使用を許諾 事業者 
(売主/仲介) 

国 

標章･要件 
の設定 

団体事務局 

 ･住宅リフォーム工事の実施判断の基準 
 ･事業者が遵守すべき事項 指導･監督 

一般社団法人 

○○○○協会 

5
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（参考）既存住宅の広告に「安心Ｒ住宅」の標章を使用するための手続 



（１） 
｢不安｣の払拭 

耐震性 
• 現行の建築基準法の耐震基準に適合するもの又はこれに準ずるもの※１ 

 ※1 下記のいずれかを満たす住宅 
  ・昭和56年6月1日以降に建築したもの 

  ・昭和56年5月31日以前に建築したもので、耐震診断により安全性が確かめられたもの  

構造上の 
不具合・ 
雨漏り 

• 既存住宅売買瑕疵保険契約を締結するための検査基準に適合したものであること※２ 

 ※２ ・構造上の不具合あるいは雨漏りが認められた場合で、広告時点において当該箇所の改修が完了しているものを含む 
    ・広告時点において、既存住宅売買瑕疵保険の申し込みが受理されている場合はその旨を情報提供すること 

共同住宅の
管理 

• 管理規約及び長期修繕計画を有するとともに、住宅購入者の求めに応じて情報の内容を開示すること※３ 

 ※３ 内容の開示は管理組合の承諾が得られた場合に行う 

（２） 
｢汚い｣イメージの払拭 

• 事業者団体毎に「住宅リフォーム工事の実施判断の基準」を定め、基準に合致したリフォームを実施し、従来の既存住
宅の「汚い」イメージが払拭されていること※４ 

リフォームを実施していない場合は、リフォームに関する提案書（費用に関する情報を含むもの）を付すとともに、住宅
購入者の求めに応じてリフォーム事業者をあっせんすること 

 ※４ 建築後極めて短いものなどはリフォーム不要 

• 外装、主たる内装、台所、浴室、便所及び洗面設備の現況の写真等を閲覧できるようにすること 

（３） 
｢わからない｣イメージの払拭 

下記について情報収集を行い、広告をするときに、当該住宅に関する書類の保存状況等を記載した書面（「安心Ｒ住宅
調査報告書」）を作成・交付するとともに、住宅購入者の求めに応じて情報の内容を開示 

｢有｣｢無｣｢不明｣の 
開示が必要な項目 

建築時の情報 
適法性に関する情報、認定等に関する情報、住宅性能評価に関する情報、フラット35適合証明書、竣工段階
の設計図書 

維持保全の状況に係る情報 
＜戸建て住宅又は共同住宅の専有部分＞ 

維持管理計画、点検・診断の記録、防蟻に関する情報＜戸建て住宅のみ＞、維持修繕の実施状況の記録、住
宅リフォーム工事･改修に関する書類  

保険又は保証に係る情報 
構造上の不具合及び雨漏りに関する保険・保証の書類、その他の保険・保証の書類（給排水管・設備・リフォー
ム工事に関するもの、シロアリに関するもの＜戸建て住宅のみ＞等）  

省エネルギーに係る情報 省エネルギー性能に関する書類、開口部（窓）の仕様に関する情報、省エネ設備に関する情報  

共用部分の管理に係る情報 
＜共同住宅等のみ＞ 

修繕積立金の積立状況に関する書類、共用部分における大規模修繕の実施状況の記録 

その他 
住宅履歴情報（住宅の設計、施工、維持管理等の情報）を提供した機関に関する事項（機関名、問合せ先等）、登録団体毎の独自の取組（定期点検サービス、住宅
ローンの金利優遇等）、過去に国、地方公共団体その他の団体から補助金等の交付を受けた実績に関する書類、建築時の販売価格に関する書類、建築時の設計・
施工業者に関する書類 等 

（参考） 「安心Ｒ住宅」の対象となる住宅の要件 
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１．マンション管理の基礎知識 

２．全国のマンションの現状と政策的位置づけについて 

３．マンション管理に関する最近のトピックス 

  ・平成２８年標準管理規約の改正 

  ・住宅宿泊事業法への対応 

４．マンションの修繕について 

５．マンションの建替えについて 
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H16.2末 H17.2末 H18.3末 H19.3末 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1

実施準備中 

（建替決議等） 

実施中 

（マンション建替法の建替え） 

実施中 

（マンション建替法によらない建替え） 

工事完了済 

（マンション建替法の建替え） 

工事完了済 

（マンション建替法によらない建替え） 

マンションの現状 ④マンション建替えの実施状況 

（件） 

※ 国土交通省調査による建替え実績及び地方公共団体に対する建替えの相談等の件数を集計。 
※ 阪神・淡路大震災による被災マンションの建替え（計109件）は、マンション建替法による建替え（1件）を除き含まない。 
※ 過年度の実績は今回の調査により新たに判明した件数も含む。 57 

実施中 
（28件） 

工事完了済 
（237件） 

実施準備中 

（9件） 

○マンション建替えの実績は累計で237件、約19,000戸（平成30年４月時点）に留まる。 



建替えに係る法定手続きの流れ 

建替事業 （都道府県知事等の監督 【マン建法97条～】） 

■議決権及び共用部分持分割合の各４／５以上で決する 

■公正な審査委員の過半数の同意 

■従前マンションの区分所有権、担保権、借家権 

 は原則として再建マンションに移行 

■申出による転出者は期日までに補償金を取得  

■決議合意者の３／４以上の同意で認可申請 

■デベロッパーも組合に参加（参加組合員） 

権利変換計画の決定・行政認可 【マン建法55条～】 

■反対区分所有者から、組合が時価で買取り 

反対区分所有者への売渡し請求 【マン建法15条】 

建替事業  

■個々の区分所有権を任意の売買契約で事業 

 者（デベロッパー）に売却 

⇒ 事業者が建替えを実施後、区分所有者が事 

  業者から新築のマンションの区分所有権を取 

  得（従前区分所有権と等価でない場合、区分 

  所有者による費用負担あり） 

■行政認可等は不要 

区分所有権の売却 

反対区分所有者への売渡し請求【区分所有法63条】 

■反対区分所有者から、賛成区分所有者が時価で買取り 

     ※以下、建替え実施の一例 

建替え決議  
【区分所有法62条】 

■期日において権利が一斉に変動 

組合がマンションの権利を取得 【マン建法71条】 

マンション建替組合の設立認可 【マン建法９条】
 

区分所有法 
（民法の特別法） 

マンション建替法 

一括建替え決議  
【区分所有法70条】 

建替え決議 ＋ 承認決議 
【区分所有法69条】 

単棟型マンションを建替える場合 団地内の１棟（又は複数棟）を建替える場合 団地内の全ての建物を建替える場合 

建替えに関する決議等を規定 

建替組合、権利変換計画
や、反対者、借家権者等
の保護等、建替え決議後
の手続きを規定 

区分所有者、議決権の 

５分の４以上の多数で決議 

団地全体の区分所有者数、議決権
（土地持分）の５分の４以上の決議 

          ＋ 
各棟の区分所有者数、議決権の 

３分の２以上の賛成 

 

建替える棟の区分所有者数、議決権
の５分の４以上の決議, 

          ＋ 
団地全体の議決権（土地持分）の 

４分の３以上の決議 

 ■再建建物の設計、費用の概算額、費用の分担、再建建物の区分所有権の帰属を決議 

単棟 団地 



Ｈ26マンション建替法の改正 概要 

一般のマンション 耐震性不足のマンション 

改修 
・区分所有法による改修 

    ⇒３／４以上の賛成 

 

・耐震改修促進法による改修 

   ⇒過半数の賛成、容積率等の緩和特例 

建替え 

 ・区分所有法の建替え（個別売却）  

 ・マンション建替法の建替え（権利変換）  

   ⇒４／５以上の賛成 
・マンション敷地売却制度の創設 

   ⇒４／５以上の賛成  
・容積率の緩和特例 

取壊して 

住替え 
・民法原則に基づき全員同意が必要 

Ｈ25改正で措置 

マンション建替法改正で措置 

○南海トラフ巨大地震や首都直下地震等の巨大地震発生のおそれがある中、生命・身体の
保護の観点から、耐震性不足の老朽化マンションの建替え等が喫緊の課題。 

※平成26年度予算、税制改正において、マンション敷地売却に係る支援措置や弁護士・建築士の 
  専門家による相談体制等の整備に係る措置を創設。 

＜現行制度と今回の改正＞ 

２ 

平成26年６月25日公布、平成26年12月24日施行 



マンション敷地売却制度の創設 Ｈ２６マンション建替え円滑化法の改正  

マンション敷地売却制度(H26創設) マンション建替法の建替え 区分所有法の建替え 

個別売却 

一括売却 

権利を集約 

デベロッパー 

買受人 

（デベロッパー） 

買戻し 

買戻し 

建替え決議（区分所有法）：４／５以上  

※反対者への 

   売渡し請求 

    

マンション敷地売却決議：４／５以上 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

権利変換 

従前の権利 従後の権利 清算金 

Ａ 
101号室 

60㎡ 

201号室 

80㎡ 
1,000万円 

Ｂ 
102号室 

50㎡ 

301号室 

70㎡ 
1,100万円 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

※個別契約、 

   個別登記 

実線：法律の規定内容 

点線：実体上の手続き 

組 合 
 

・反対者への売渡し請求 

・分配金取得計画の決議 

 ⇒過半数の賛成、知事等認可 

・登記をまとめて申請 

組 合 

・反対者への売渡し請求 

・権利変換計画の決議 

⇒4/5以上の賛成、知事等認可 

・登記をまとめて申請 



○耐震性不足の認定を受けたマンションの建替えにより新たに建築されるマンション
で、 
一定の敷地面積を有し、市街地環境の整備・改善に資するものについて、特定行政庁

の許可により、容積率制限を緩和する。【法105条】 

Ｈ26マンション建替法の改正 容積率の緩和特例の概要 

①一定の敷地面積を有すること 【政令27条】 

 
 
 
 
 

②市街地環境の整備・改善に資するものであること 
 ○一般に開放された公開空地の整備や、地域の防災性、景観等の環境の向上に資する 
  貢献を行うことで、全体として市街地環境の整備・改善が図られるものを対象とする。 

構造耐力不足マンション

一定の空地・
敷地面積を確保

マンション
への建替え

容積率の緩和

耐震性不足マンション 

（制度イメージ） 

マンションへの 

建替え 

容積率の緩和 

第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、用途地域の指定のない区域 1,000㎡以上

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二
種住居地域、準住居地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域

500㎡以上

近隣商業地域、商業地域 300㎡以上 



込め 

住宅団地の再生 都市再開発法の改正 

・ 土地の共有者のみで市街地再開発事業を組合施行

する場合に、各共有者をそれぞれ一人の組合員として

扱い、２／３合意での事業推進を可能とする。 
  （都市再開発法） 

ABCDEFGHIJKLの共有土地 

C D 

Ａ B 

E F 

ABCDEF 

GHIＪKL 

A 

◇現行 ◇改正後 

○ 高度成長期より、都市近郊を中心に大規模な住宅団地が大量に建設。 
 建物・設備・公共施設の一斉老朽化が進むとともに、福祉等の必要な都市機 
 能が確保されず、居住環境が著しく低下。 
 
〇 複数棟の団地において土地が共有である場合には、都市再開発法上、共有 
 者全員が一人の組合員とみなされてしまうため、民法の全員合意の原則が働 
 いてしまい、合意形成が困難となることが課題。 
 
○ 平成26年通常国会の「マンションの建替えの円滑化等に関する法律の一部
を改正する法律案」の衆・参国交委附帯決議、規制改革実施計画（平成27年6
月30日閣議決定）においても、事業法も含めて団地再生の制度のあり方につ

いて検討をするよう指摘。 

⇒ Ａ～Ｌ全員で一個の議決権を 

  行使するため、議決権の行使 

  にＡ～Ｌの全員同意が必要。 

◇施行前 老朽化が進行 

・敷地が一筆共有の場合、建替え、 
  敷地分割等の際の合意形成が困難。 

◇施行後 再生事業の円滑な推進 

再開発事業の推進 

公益施設等 

建替え 

既存棟の活用 広場 

Ｉ Ｊ 

Ｇ Ｈ 

Ｋ Ｌ 

１号棟 ２号棟 

○土地が一筆共有の団地の例 

Ａ～Ｌ全員で１人の組合員 Ａ～Ｌそれぞれが別々の組合員 

⇒ Ａ～Ｌが個別に議決権を行使する 

  ことが可能となり、Ａ～Ｌの３分の２ 

  以上の合意で事業が可能となる。 

現状と背景 
全国の築35年超の住宅団地の増加見込み 

現在 

（2015年） 

10年後 

（2025年） 

20年後 

（2035年） 

30年後 

（2045年） 

5,000 

4,000 

3,000 

2,000 

1,000 

0 

1,551団地 

2,769団地 

4,093団地 

4,769団地 
（団地） 

築35年超～45年未満 

築45年超～55年未満 

築55年超 

(全4,970団地中) 

改正の概要 

B C D E F 

G H I J K L 

※東京都の昭和58年以前建設の住宅団地については
285団地中275団地が敷地全体を共有。 

※国土交通省推計 
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住宅団地の再生のあり方に関する検討会（第２期）の概要 

 
 住宅団地の再生のあり方に関する検討会（平成２６年７月～平成２８年１月）（以下、「第１期検討会」という）では、生活支援施設などの機能の導入等を考
慮した事業法的観点を含んだ再生のあり方について、土地の共有関係が存在する住宅団地を対象として検討を行った。   
 その後、第１期検討会取りまとめを踏まえ、土地共有者の組合員算定方法の合理化等を内容とする都市再開発法の改正（平成２８年６月）及び建築基
準法第８６条の一団地認定について職権による取消しの手続き規定を追加する同法施行規則の改正（同年１０月）がなされたところである。 
 第１期検討会において中期的に検討すべきとされた課題への対応が、引き続き求められているとともに、上述の新たな手法については、具体的な運用を
示すなど活用促進を図る必要がある。また、都市郊外における戸建住宅団地については、空き家の増加、高齢化の進展に加えて、今後人口減少が進む
中でどのように将来像を描くべきかが大きな課題となっている。 
  これらの課題に対応するため、「住宅団地の再生のあり方に関する検討会」を改組し、「住宅団地の再生のあり方に関する検討会（第２期）」を設置する。 

 
平成２９年 ８月 １日 住宅団地の再生のあり方に関する検討会（第２期） を設置、第１回検討会を開催 
平成２９年１０月３１日 第２回検討会を開催 
平成３０年 ２月２８日 第３回検討会を開催、中間とりまとめ 
平成３０年度  ４回前後の検討会を開催し、とりまとめを予定 

開催スケジュール 

検討目的 

  
 （座長） 浅見 泰司  東京大学大学院工学系研究科教授    
 （委員） 犬塚  浩  弁護士  
      戎  正晴  弁護士 
            大谷 太  法務省民事局参事官 
      大月 敏雄  東京大学大学院工学系研究科教授 
      大西  誠  不動産鑑定士（（株）竹中工務店特命理事） 
      角野 幸博  関西学院大学総合政策学部教授 
      鎌野 邦樹  早稲田大学法学学術院法科大学院教授 
 
 
 
 
 
  
             

栗谷川 哲雄  東京都民間住宅施策推進担当部長 
小林 秀樹  千葉大学大学院工学研究科教授 
坂井 文  東京都市大学都市生活学部教授 
坂和 伸賢  横浜市建築局長 
櫻井 敬子  学習院大学教授 
宮原 義昭  （株）アール・アイ・エー取締役会長 
山下 久佳  大阪府住宅まちづくり部長 

（オブザーバー） 国土交通省都市局都市計画課長 
              国土交通省都市局市街地整備課長 
                国土技術政策総合研究所住宅研究部住宅性能研究官 
 国立研究開発法人建築研究所住宅・都市研究グループ長 
 独立行政法人都市再生機構ストック事業推進部長 
 独立行政法人住宅金融支援機構まちづくり業務部長 

（敬称略・委員は五十音順） 

（事務局）国土交通省住宅局市街地建築課 

メンバー（委員等） 
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住宅団地の再生のあり方に関する検討会（第２期）の概要 

マンション敷地売却制度を団地型マンションに適用するための運用を整理し、ガイドラインとしてとりまとめるとともに、マンション建替え円滑化法施行
規則（省令）及び基本方針（告示）を平成３０年３月に改正。 

中間とりまとめ 〔平成２９年度検討事項〕 

都市再開発法改正（平成２８年）により措置された組合員算定方法の合理
化を踏まえ、団地型マンションの再生に市街地再開発事業を適用する上
での留意点等についてマニュアルとしてとりまとめ 

○土地等を共有する全棟の耐震性が不足する場合に各棟において４／５のマンション敷
地売却決議を行うことにより、団地全体のマンション及びその敷地を買受人に売却す
るスキーム 

〔具体的な措置〕 
○上記の場合の手続きを新たに法令上位置づける（マンション建替え円滑化法施行規
則改正）とともに、手続きの同時一体性の確保や棟をまたいだ区分所有者の衡平性
を担保するために関係主体が取り組むべき事項を措置（マンション建替え円滑化基本
方針改正） 

○事業の各段階における留意点等について、耐震性不足のマンションに係るマンション
敷地売却ガイドラインを改訂し新たに位置づけ 

複数棟型マンション敷地売却制度（概要） 

建築基準法施行規則改正等（平成２８年）により明確化された一団地認定の職権取消しについて、取消しの手続きや建築基準法不適合が発生しな
いための留意点等についてガイドラインとしてとりまとめ 

複数棟型マンション敷地売却制度の構築 

再開発の枠組みを活用した住宅団地再生マニュアルの策定 

一団地認定の職権取消しガイドラインの策定 

同一の買受人 
（又はグループ） 
に売却 

Ａ，Ｂ棟の区分所有者 
それぞれで４／５決議 

再開発事業による 
住宅団地の再生 

公益施設等 

建替え 

広場 
・社会構造の変化に対応した公益的施設の不足 
・地域に必要な防災機能の不足 等 
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老朽化マンションの再生の円滑化を図るため、マンション敷地売却を活用した団地型マンションの再生の仕組みを構築 

複数棟型のマンション敷地売却制度について（概要） 

①土地等を共有する全棟の耐震性が不足する場合に 
②各棟において４／５のマンション敷地売却決議を行うことにより、 
③団地全体のマンション及びその敷地を買受人に売却するスキーム 

同一の買受人 
（又はグループ） 
に売却 

Ａ，Ｂ棟の区分所有者 
それぞれで４／５決議 

複数棟型のマンション敷地売却制度の創設 

マンションの建替え等の円滑化に関する法律に基づく敷地売却制度について、単棟のマンションでの活用は進んでいるが、団地型
のマンションでの同制度の活用が進んでいない課題があった。 

■マンションの建替え等の円滑化に関する法律施行規則 改正 

■マンションの建替え等の円滑化に関する基本方針 （告示） 改正 

■耐震性不足のマンションに係るマンション敷地売却ガイドライン 改訂 

⇒一団地内にある要除却認定マンション及びその敷地につき、一括して
その全部を買い受けようとする場合の手続きを法令上位置づけ 

○ 買受人は単独で又は共同して申請する 
○ マンション敷地売却決議において、各棟間の区分所有者の衡平性に配慮 
○ 全棟がマンション敷地売却組合を設立し、相互に連携する 
○ マンション敷地売却組合の設立時期（公告日）は同一とする 
○ 分配金取得計画の権利消滅期日を同一とする 
 
 

⇒手続きの同時一体性の確保や棟をまたいだ区分所有者の衡平性を担保  
  するために、関係主体が取組むべき事項を措置 

１．準備・検討・計画段階 

２．除却の必要性の認定段階 

３．買受計画の認定段階 

○  買受人は互いに協定を締結したグループであることなど必要な調整が 
    図られる体制とする 

○  計画段階までは団地全体で合意形成や事業の具体化を進める 

○  要除却認定申請の段階で全棟の売却を前提として手続きを進めていく   

    ことを団地全体で改めて確認しておく 

４．マンション敷地売却決議段階 

○  マンション敷地売却決議で定める分配金の算出は、団地全体の売却代 
     金の見込額を算定した上で棟毎の売却代金を算出することが必要 
○  敷地売却決議で定める分配金の算出方法として、各棟間の配分方法と 
     各棟内の配分方法の両方を定める 

課題背景 

※本改正にあわせて「マンション標準管理規約（団地型）及び同コメント」についても改正し、 

    複数棟型マンション敷地売却の検討に係る費用の拠出を認める等について明確化 

 

○ 買受人は買受計画の認定申請において、他棟の申請予定時期を記載する 

65 



○ 対象となるマンション建替えの要件 

  地   域： 三大都市圏 等 

  地区面積： 概ね1000㎡以上（三大都市圏は500㎡以上、マンション建替法に基づく事業は300㎡以上 ） 

  空地面積： 法定空地率＋15～20％以上 （ マンション建替法に基づく事業は空地要件の適用なし ） 

  従前建物： 倒壊の危険性があると判断された共同住宅、区分所有者10名以上 

  従後建物： 地上階数３階以上、耐火又は準耐火建築物、50㎡/戸以上（単身の場合は25㎡/戸以上） 

           延べ面積の2分の1以上を住宅の用に供すること    等 

  決議要件： 区分所有法62条1項の規定による建替え決議、マンション建替え円滑法108条の規定による 

         マンション敷地売却決議若しくは区分所有者全員の総意による建替え決議又はこれに準ずる措置 等 
 

○ 交付対象事業費 

 ・調査設計計画費 

  （基本構想作成費、基本計画作成費 等） 

    ※ マンション建替法に基づく事業の場合、同意要件を緩和 
      （賛成4/5以上→明確に反対を表明する者が1/5未満） 

 ・土地整備費 

  （建築物除却費、補償費 等） 

 ・共同施設整備費（共用通路部分、避難設備 等） 
 

○ 国費率等 

   
 

 

従前 従後 

：５年間特例措置（H30～34年度） 

※１ マンション建替法に基づく事業の場合、都道府県知事が別に定める基準によることができる。 

【優良建築物等整備事業（マンション建替えタイプ）】   

市街地環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給等に資するため、土地利用の高度化等に寄与するマンション建替え
事業について、共用通行部分の整備等に対して助成。 

※１ 

全体事業費の１/３以内 
（但し、地方公共団体が補助する額の１/２が上限） 

⇒【最大： 地方２／３（うち 国１／３）、民間等（地元）１/３ 】  

※２ 
※２ マンション建替法に基づく敷地売却決議を経て整備される建築物については適用しない。 

下線部はＨ３０予算による改正箇所 

建替え等に係る支援制度  優良建築物等整備事業（マンション建替タイプ） 



マンション建替え・管理等の無料相談  

マンションの管理、維持・修繕に関するご相談は、 

（公財）マンション管理センターへ 
 

【東京本部】 ○管理組合運営、管理規約等のご相談   

          … ０３（３２２２）１５１７  
        ○建物・設備の維持管理のご相談       

          … ０３（３２２２）１５１９  
【大阪支部】 ○マンションの適正な管理についての相談等 

          …０６（４７０６）７５６０  

日常の管理組合運営や建物・設備の維持管理等に関して困ったこと、

分からないこと等について電話、面談、メール等によりご相談をお受

けし、マンション標準管理規約やマンション管理に関する法令等を参

考にして、公平・中立的な立場でアドバイスさせていただきます。 

 受付時間：９：３０～１７：００（土日祝休日、年末年始除く） 

マンション建替えやマンション敷地売却等に関する相談 マンションの管理、維持・修繕に関する相談 
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